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第1次世界大戦期ドイツの戟傷者・軍人遺族扶助（2）  

加  来  祥  男  

で生活できない場合でも，遺族が自分で生計を  

立てることができるようにすることであり，そ  

のための種々の助言・補助を行うことであっ  

た。そして，遺族年金を超える現金扶助は，当  

初はきわめて補足的に特殊な場合に限って行わ  

れることとされた。しかし，遺族年金が生計を  

賄うのに十分ではないというケースは少なくな  

かったし，他方では，戟時中に漸次引き上げら  

れていった出征軍人家族救済の基準と遺族年金  

との不均衡が目立つといった問題点も指摘され  

るようになった。そうした不均衡を是正し，不  

足分をうめるべく付加年金が支給されるととも  

に，その他の現金扶助もなされなければならな  

かった。   

以上のように，軍人遺族扶助の内容は戦争の  

長期化とともに変化した。また，遺族年金は軍  

部の管轄下にあったが，そのための手続きを含  

めて扶助を実施したのは，各地域た琴置された  

扶助組織であった69）。ここでは；遺族年金の法  

的規定を確認したうえで，遺族扶助組織のあり  
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69）Cuno，Zur KriegshinterbliebenenfLirsorge，in：   
Proらねmeder励iegβ九i扇erむ～ieわeれe7】ルrβ0曙e（±ぶc九「佑   

吉e托deβArわe王fβα沈ββC九払ββeβ・dergrよeg鋸山木肌用－   

undWaisenFarsorge，6．Heft），Berlinl、917，S．   

65－66；W．Liese，a．a．0．，S．15－16；Handbuch   
dergr£egg／αr印rge£m加江ねCんe花戯言cゐ，S・  

16－31，187－214；E．vonHollander，Ftirsorgeftir   
dieKriegshinterbliebenen，in：H．Lindemann／R．   
Schwander／A．Stidekum（Hrsg．），KoTnTnunales   
亡ね九「わ緑C九，S．95・108．  

Ⅱ 軍人遺族扶助   

軍人遺族扶助の基本的な考えは，一言でいえ  

ば，家族の扶養者であった軍人の戟死による生  

活状態の変化に遺族ができるだけ適応できるよ  

うにすることであった。それは，遺族年金だけ  
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方を概観し，それに続いて遺族の生活状態をみ  

ることとしよう。  

第70巻 第2・3合併号  

時に終身年金の請求権を持つ平時将校が死亡し   

た場合には，その寡婦，嫡出子，認知子は寡婦   

年金，遺児年金を受け取ることが規定された   

（第1条）。寡婦年金額としては，死亡した将   

校が受け取る予定であった年金額の40％が300   

－5000マルクの範囲で認められた（第2条）。遺   

児年金額は，母親が存命で寡婦年金をうける権   

利を有する場合には寡婦年金額の1／5，母親が   

既に亡くなっていたり寡婦年金をうける権利を   

持っていない場合には寡婦年金額の1／3とされ   

た（第3条）。ただし，寡婦年金と遺児年金との   

合計額は死亡した将校がもともと受け取ること   

になっていた年金額を超えないこととされた   

（第4条）。  

これに対して，兵士の場合には，「常備軍に   

属している期間中に公務傷病によって，または   

10年勤続の後に死亡した兵士の寡婦，嫡出子な   

いし認知子は，寡婦年金，遺児年金を受け取   

る」こととされた。死亡時点で18年以上の勤続   

をへて年金を受ける権利を有していた兵士，公   

務傷病によって除隊後6年以内に死亡した兵士   

の寡婦，嫡出子ないし認知子にういても，同様   

であった（第12条）。寡婦年金額は年額300マル   

クを基本とし，以下のような場合の増額を第13   

条が規定した。即ち，（1）勤続期間が15年を超   

える軍人の寡婦については1年につき6／100   

（勤続40年まで），（2）「兵士援護法」第10条に   

該当して年金が上乗せされた人物の寡婦につい   

ては，上乗せされた年金額の40／100，（3）常備軍  

（1）軍人遺族年金   

出征した軍人が戦死した場合には，その寡  

婦や遺児，両親などの遺族は，恩給Gnaden－  

gebiihrnisseや軍人遺族年金を受け取り，その  

他の扶助を受けた。まず，戦死者の寡婦と嫡出  

子L・認知子，それに加えて，困窮などの一定の  

条件の下では戦死者が扶養していた直系尊属の  

親族，兄弟姉妹，甥姪，里子は，遺族年金が認  

められるまでの最高3カ月，戦死者の俸給（但  

し，将校の場合には戦時俸給の7／10）を恩給と  

して受け取ることになっていた。その額が後に  

みる遺族年金額よりも低額である場合には，そ  

の差額も支給された70）。   

軍人遺族がうけた扶助の中心は遺族年金であり，  

その基礎となったのは，1907年5月17日に制定さ  

れた「軍人遺族法」Militarhintetbliebenengesetz．  

Vom17．Mai1907であった。その規定はおおよ  

そ以下の如くであった71）。   

軍人年金の規定は大きく一般的援護と戦争援  

護に分けられたも前者については，まず，退役  

70）W．Reckhard，DerWegzurVersorgungderHin－   
terbliebenen von Kriegsteilnehmer；in： 
励mm比几α鋸α孟£揮rE九柁花わeαm£e，Jg．6，Nr．4，15．   

April1915，S，51－52；MerkblattfurdieHinterblie－   

benen der gefallenen oderinfo1ge von Wunden   
und sonstigen Kriegsdienstbeschadigungen ge－   
StOrbenenTeilnehmmeramjetztigenKriege，in：   
エe£的de花 βr αm王おc九e715ねgge7t der 励i聯一   

桁花王erむ～ieらe71erL一札rso曙eim ヱ）e比£sc九en．月eわ九，   

hrsg．v．K6niglichPreuJ3ischenKriegsministerium，   
Berlin1917，・S．17；助花dわ㍑C九der励よ聯揮rso曙e，   

S．16；Dr．Grosse，DierechtlicheGrundlagen   
derRentenftirsorgedesReichesftirdieKriegs－   
hinterbliebenen，in：Dr．Luppe（Hrsg．），Daslフ陀βen   

㍑托dd£eA乙‘鹿αむe托der gr£egぶん£花王erみgよeみe花e托－   

FarsorgeiTnDezLtSChenReiche，Leipzig／Berlin   
1918，S．21．  

71）Militarhinterbliebenengesetz．Vom17．Mai   
1907，in：月efc九5－Ge8e£zわZα土豪，1907，S．214－233．この   

法律の意味・内容を理解するについては，助几む比C九   
derj存i聯揮「ざ0曙eよm加㍑ねC九e花月eわれS．16－23；   

Dr．Grosse，DierechtlichenGrundlagenderRen－   

teI瓜rsorgedesReiches丘止dieXdegshintetblid）enen，   
S．10－35における解説を参考にした。  
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第11表 「軍人遺族法」による戦争援護  （単位：マルク／年）  

寡 婦’年 金 額  遺 児 年 金 額  

戦死者の位階  両 親 年 金  
一般援護認可  一般援護不認可  一般援護認可   一般援護不認可   

将  官   1，500  2，000   150  225   200；300   450   
佐  官   1，500   1・，600  200；300   450   
尉  官   1，200   1，200  200；300   450   
曹長・副曹長   300   600  168；240 250   
軍曹・下士官   200   500  168；240   250   
兵  卒   100   400   108  140   168；240   250   

註：1）寡婦年金額が将官や3000マルク，将校で2000マルク，曹長で1500マルクに達しない場合には，その額まで  

認められうる（第27条）。   
2）遺児年金の左の額は父親だけがいない場合，右の額は両親がいない場合。（いずれも．1人当たり）。  
3）両親年金は認められ得る最高額を示す。  

資料：Militarhinterbliebenengesetz．Vom17．Mai1907，in：Reichs－Gesetzblail，1907，白．220－222．  

異なっており，それらをまとめて表示すれば第  

11表のようになる。   

以上のように，一般援護と戦争援護を受ける  

条件をいずれも満たしている場合には，これら  

の2つの年金は並行して認められた（第29条）。  

他方で，寡婦が再婚したり死亡した場合，遺児  

が18歳に達した場合には2つの年金を受ける権  

利は消滅することとされた（第30条）。また，戦  

争援護を受ける権利をもたない寡婦について  

は，軍隊における位階に応じて年給所得額が  

3000マルクから400マルクに達するまでの寡婦  

補助金を認めることができるとされた（第27  

条）。  

「軍人遺族法」を基本とする軍人遺族扶助は，  

戦争の進展とともにその不十分さを露呈した72）。  

その1つは年金額にあった。うえの法律による  

年金規定を再整理した第12表によれば，軍人遺  

族年金額では将校と兵士との間には大きな．格差  

があったことが確認される。そして，たしかに  

遺族年金合計額が軍人年金額を超えるこ 

なくなかったけれども，他方では兵士の寡婦が  

独りであったり，遺児の数が少なければ，年金  

額の合計が1000マルクに満たないことも多くみ  

退役前の死亡の場合には，死亡者が受け取って  

いた上乗せ分の15／100，（4）勤続18年を超える再  

役兵の寡婦の場合には，それ以上の勤続年数1  

年につき上乗せ分の9／1000（最高30／100まで）。  

遺児年金については将校の場合の第て3条が適用  

された（第14条）。寡婦年金と遺児年金との一合  

計が「兵士援護法」第9条の年金額を超えては  

ならないこと1も将校の場合と同様であったが，  

うえの（2）（第13条第3項）が該当する場合に  

はその分だけ上乗せされることとなった（第15  

条）。   

戦争援護に関する規定は以下のとおりであ  

る。野戦軍に属する将校や官吏，兵士が，戦場  

であるいは戦傷のために死亡したり，その他の  

戦時公務傷病の結果死亡した場合には，その寡  

婦と嫡出子ないし認知子に戟争寡婦年金と戟争  

遺児年金が（第19条），そして，うえのような  

戦死者が生計を支弁していた場合には，その直  

系尊属の親族にあたる両親や祖父母に戦争両親  

年金が（第22条）認められることとされた。戦  

争寡婦・遺児年金の額は，戦死者の軍隊におけ  

る位階により，先にみたような一般的援護の年  

金が認められている場合とそうでない場合とで  
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られた？これでは，多くの遺族にとって従来の  

生活水準を維持することはできなかったであろ  

うし，生計を立てることすら困妊なことも少な  

くなかったと推測される。いま1つの問題は遺  

族年金受給の範囲が限定されていたことであ  

る。一般援護の対象は寡婦や嫡出子，認知子，  

戦争援護の対象もそれらと両親や組父母に限ら  

第70巻 第2・3合併号   

れていたから，非締出子や養子，継父母をはじ   

め，こうした扶助を受けることめできない遺族   

が多く残されることとなったのである。1915年   

に帝国議会は帝国宰相に，寡婦，遺児に対する   

追加年金を認める内容の法案提出を要請した。   

この構想に蔵相は賛成であったけれども，そう   

した法律は成立するには至らず，個別的な対応   

によって問題の現実的な解決が計られていっ   

た73）。プロイセン陸軍省の動きを中心にみるこ   

ととしよう。  

プロイセン陸軍省は1915年8月3日に，「1907   

年軍人遺族法から生じる苛酷さを和らげるため   

に」，戦時予算第84a牽から戦死者や戦傷により   

死亡した者の遺族に一時年金が認められること   

を通達した（Nr．4111／7．15．C3）74）。対象となっ   

たのは，（1）戟死者が代理将校であったのに兵   

士遺族の年金しか受給していない寡婦と遺児，   

および，（2）離婚した妻，（3）非嫡出子，（4）   

継子・養子・里子，（5）戦死者が扶養していた   

直系尊属の親族であり，これらの遺族が困窮し   

ている場合には，申請に基づいてノ，150マルクか   

ら300マルクまでの一時年金が12回に分けて月   

ごとに支給されることとされた。（2）－（5）は   

この通達によってはじめて年金を受け取ること   

ができるようになった。  

翌1916年4月14日に出された「死亡者の勤労   

所得を基礎とする出征兵士の遺族に対する暫定   

給付承認のための原則」GrundsatzefurdieBe・   

Willigung von widerrunichen Zuwendungen   

anHintetbliebenevonKriegsteilnehmernder  

72）Dr・Gro？Se，DierechtlichenGrundlagenderRen－   
tenftirsorgedesReichesftirdieKriegshinter－   
bliebenen，S．23－24．兵士遺族の年金額についてブ   
ラウムは，「これは，寡婦・遺児の2つの最も重要   

な層である，独り暮しや遺児一人をもつ寡婦にあっ   

ては，戟前の大都市救貧部のいわゆる生活最低限を   
こえない基準である。この基準では，大多数の戟争   

寡婦・遺児には，救貧法でいう「困窮者」が公的な   

貧民扶助から要求することができる「ぎりぎりの生   

活に欠かせないもの」が認められるのである！」と   

述べている。ブラウムはそこから，軍人遺族年金の   

根拠を損害賠償請求にあるとして，遺族の生活を保   

証する年金額を要求している。KBlaum，Kriegs－   
Hinterbliebenen－Ftirsorge，in：Zeilschr研揮T・das   

ArTnenZL）eSen，17．Jg．，Heft5，Mai1916，S．85．軍人   

遺族年金の根拠を損害賠償請求に求めることには   

異論を唱えたジモンも，「遺族の経済状態に関する   

手許の資料からは，今日の基準における殊助（軍人   

遺族年金法と給付）は，都市では多くの場合不十分   

であり，とくに現在の食料品市場や労働市場の状態   

では，「社会的な底辺層への転落」を防げないという   

ことは，明らかである。大都市では年金は家族救済   
以下であり，多くの都市がその差額ないしその一部   

を支払っているという事実からも，それはすぐに分   

かる」と述べている。H．Simon，Kriegshinterblie－   
benenfdrsorge，in：ZbitschriP揮rdasArmenwesen，   
17．Jg．，Heft7／8，Juli－Angust1916，S．184．  

プロイセン内務省は1916年6月25日の布告で  軍
も
 
 

，
て
 
 

入違族に対する救済の必要が戦争だけによ  つ
 
 たらされたものである限り，いかなる場合にも貧民  

扶助はなされないよう求めた。Dr．Luppe，Die  

AufgabenunddieOrganisationderKriegshinter－  

bliebenen租rsorgeim DeutschenReiche，in：Dr．  

Luppe（Hrsg．），Das V陀senunddieAu起abender  

励毎ゆ融和摘赫叩可伽0曙e王m上）e摘CんeJIRe励e，  

S．8．プロイセン陸軍省による「戦争遺族扶助の公的  

機関のための手引き」LeitfadenfdramtlicheStel＿  
1enderKriegshinterbliebenen－Ftirsorgeにも，「救  

貧法的視点は，戟争扶助制度とは無縁のものとし  
て，戦争遺族扶助からは排除されねばならない」と  

いう記述がある。エei的de71揮rαmf～わたeぶfeJ如  

血r晦九i地rわJ由むe那花「月迂朽0曙e，bsg．Ⅴ．Ⅸ6血亦cb  

PreuBischen Xriegsministerium，Berlin1917，S．  
13．これらの記述から，軍人遺族扶助が07年法の規  

定による扶助では不十分であったこと，当時なお貧  

民扶助が差別的な性格をもっていたことがわかる。  

73）E．vonHollander，FtirsorgefdrdieXriegshinter－   

bliebenen，S．97．  

74）以下のプロイセン陸軍省による軍人遺族扶助に関   

する原則や指示は，エe£殖de花畑rαm班c九e馳～ね花   

der励i聯九i几£erわg扉e花e乃・一凡rβ0曙eに収められて   

いる。「」は，そこからの引用である。  
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第12表 ドイツの軍人遺族年金額（一般援護十戦争援護）（単位：年額；マルク）  

位 階   軍人年金   寡 婦  寡婦・遺児1人  寡婦・遺児2人  寡婦・遺児■3人  寡婦・遺児4人  寡婦・遺児5人   

兵   卒   540   400   568   736   904   1，072   1i180   

下．士 官   600   500   668   836   1，004   1，172   1，340   

軍  曹   720   500   668   836   1，004   1，172   1，340   

曹  長   900   600   768   936   1，104   1，272   1，440   

小（中・大）尉   1，200   1，200   1，400   1，600   1，800   2，000   2，200   

註：1）「寡婦・遺児年金額」の計算は，例えば兵卒の場合には，以下のようになされる。  

・寡婦だけの場合には一般援護が認められていればその300マルク十戦争援護の100マルクで合計400マルク，認めら  

れていない場合には戦争援護だけの400マルク。  

・寡婦と遺児1人の場合には寡婦については一般援護額は300＋60＝360マルクであり，それに戦争援護額100＋108＝  

208マルクが加えられて合計で568マルクとなる。  

・寡婦と遺児5人では，一般援護年金額は単純計算上は300＋60×5＝600マルクであるが，軍人年金額を上限とする  

ために封0マルクとなり，それに戦争授護の100＋108×5＝640マルクが加えられて合計1180マルクとなる。  

2）以上のような年金額の切り下げは，遺児数が兵卒では5人，下士官では6人，軍曹では8人，曹長では11人から始  

まる。  
3）但し，申請によって満額までの救済が認められる可能性もあった。  

資料：K．Blaum，Kriegs－Hintebliebenen－Ftirsorge，in：Zeilschrift声rdasArmenwesen，17．Jg・，Hefヒ5，Mai1916，S．85；E・  
Friedeberg／S．Wronsky，HandbzLChderKriegs舟rsorgeiTnDeutschenReich，Berlin1917，S・20－21・  

した部隊を管轄する代理経理部に送られること  

とされた。また， 

労年所得1500マルク未満の戦死軍人遺族につい  

ては，寡婦が疾病や幼児を抱えていることなど  

によって就業できず，遺族年金で生計を賄えな  

い場合に25－100マルクの一時救済がなされた75）。   

プロイセン陸軍省による1907年「軍人遺族  

法」の補足と拡充は，その後も続いた。即ち，  

16年9月22日の陸軍省指令「［戦争予算］第  

84a章による遺族に対する暫定補助について」  

Betr．Widerruniche Zuwendungen fdr Hin・  

terbliebeneausXap．84a（Nr．5079／8．16．C3V．）  

では，「遺族を従来の社会的な状態に維持する」  

ことが暫定補助の目的であるとし，養育費や交  

通費などの諸経費を差し引いた，家族の所得合  

計が戟死者の以前の勤労所得に達している場合  

には補助はなされないことが確認された。ま  

た，16年12月30日の陸軍省指令「再婚の場合の  

軍人寡婦に村する一時払の承認について」  

Betr．Gewahrung einer Abfindungsumme  

Unterklassen auf Grund des Arbeitseinkom－  

mennsdesVerstorbenenは，「扶養者の死によっ  

て遺族が蒙る経済的な不利を，現行法律で可能  

とされるよりも広い範囲で補うこと…… とくに  

社会的下層への転落を防ぐこと」を目指すもの  

であった。村象となったのは，戦争援護年金を  

受給している，兵士戟死者の寡婦と嫡出子であ  

り，戦死者が生前に年1500マルク以上の勤労所  

得を得ていた場合に，その所得額と軍隊におけ  

る位階とを基準として，寡婦には50－600マル  

ク，遺児には寡婦への給付額の1／5（両親がいな  

い場合には1／3）の暫定給付が12に分割して月ご  

とに支給されることとされた。但し，補助は寡  

婦・遺児の年所得総額3000マルクを上限とし，  

寡婦・遺児の年金や社会保険給付を含めた合計  

額が戦死者の勤労所得の75％を超えてはならな  

い，という限定が付された。そして，この「暫  

定給付」に村する請求権はないものとされた。  

この給付の申請は，居住地の警察署や地域の軍  

人遺族扶助機関で受け付けられ，戦死者が所属   
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an Kriegerwitmenim FalleihrerWiederver－  

heiratung（Nr．2148／11．16．C3V．）では，55歳未  

満の寡婦が再婚した場合には軍人遺族年金の  

2．5倍までの額が一括支給されることとされた。  

17年に入っても，1月25日には「［戦争予算］第  

84a章による遺族のための暫定補助について」  

Betr．Widerrufliche Zuwendungen fur Hin・  

terbliebeneallSKap．84a（Nr．2422／12．16．C3V．）  

が，ライヒないし邦国による付加年金は収入と  

みなされること，戦死者の里子・継子には実の  

両親の扶養義務の有無にかかわりなく補助がな  

されること，遺族が戟争目的に沿った工場や祖  

国のために農業に就業して収入を得た場合に  

は，補助が削減されたり停止されたりはしない  

ことを通達し，2月28日には「［戦争予算］第84a  

章による遺族の家族に対する補助および職業教  

育費補助の承認」BewilligungvonZuwendungen  

aus Kap．84a an hinterbliebene Angeh6rig・e  

SOWiealsBeihilfenzudenBerufgausbildungs－  

kosten（Nr．2743／2．17．C3V．）が，15年8月3  

日の指令で定められていた扶助の範囲を拡大し  

て，戟死者が軍隊に入る以前に扶養していた継  

第70巻 第2・3合併号  

父母，義父母，養父母・，兄弟姉妹，異父母兄弟   

姉妹に最高額240マルクの補助を行うこと，戦   

死者の職業教育に要する費用を両親，祖父母，   

伯父伯母が負担していた場合には最高額500マ   

ルクの補助がなされること，を定めた。  

以上の他に，「ライヒ保険法」Reichsversi－   

Cheruhgsordnung．Vom19．Juli1911と「職員保   

険法」Versicherungsgesetz furAngestellte．   

Vom20．Dezember1911の規定にしたがって，   

戦死者が疾病保険や廃疾保険，職員保険に加入  

していた場合には，死亡弔意金や，寡婦が廃疾   

者であれば寡婦年金が，15歳ないし18歳までの   

遺児には遺児年金が支給された。これに加え   

て，いくつかの邦保険庁は寡婦に50マルク，子   

どもに70マルク，戟死者が独身者であればその   

両親に30マルクの栄誉金eine丘eiwi11igeeinma－   

1igeEhrengabeを支給した76）。  

また，プロイセンでは1916年後半から内相布   

告などによって，困窮した軍人遺族扶助がゲマ   

インデに義務づけられるようになったが，17年  

3月26日の帝国宰相布告では，寡婦とその家族   

が困窮している場合には，遺族年金の他にゲマ  

インデの戦時福祉事業によって給付組合が救済   

を行うよう指示された。そして，そうしたゲマ   

インデの戟時福祉事業に要する費用の50％はラ  

イヒによって補償されることとされた。さら   

に，後にとりあげる戦死者遺族のための国民基   

金をはじめとする慈善組織による扶助もなされ  

た77）。  

75）年勤労所得が1500マルク未満であった軍人の遺族   

に対する一時救済については，ガα托dむ比C九der   

励i聯揮rgo曙eimβe比ねcんe花・月eic′も，S．28の叙述に   

よったが，それがいつの時点で開始されたのか不明   

である。なお，フランクフルト・アム・マインでは，   

戦死した配偶者に1500マルクをこえる所得があり，  

1916年4月の「原則」による付加年金を申請するこ   

とができた寡婦は全体の約1／2であったという。   

Dr．Kraus，DieMitwirkungderlokalenamtlichen   
Ftirsorgestellen b占ider Rentenftirsorge des   
Reichs，in：Dr．Luppe（Hrsg．），Dasl穐senunddie   

Au慮αあe花der励i曙ざ九よ砲「占gZeむe花eれ揮rβ0瑠eim   

刀e㍑ねC九er1月eわれS．47．これに対してプレマーハー   

フェンに近いゲーステミュンデでは戦死者77人の   

うち10人の戟前の年所得が1500マルク未満であり，   

ポーゼン市では戟死者数2似0人のうち1555人が年所得  

1500？ルク未満であったH．Stranz，Wirtschaftslage，  
in：励£聯ん£托£erわg£eわeJle71ルrβOJ官ei花Pre以βe花，S．   

56，85．地域によって大きな差異があったことがわ   

かる。  

76）W．Reckhard，a．a．0．，S．51－52；W．Liese，a．a．0．，   
S．16；Leitfaden fLir amtliche Stellen der   

Kriegshinterbliebenen－Ftirsorge，S．6－10．なお，第   
1次世界大戦期におけるドイツの社会保険の動向   
については別の機会に立ち入って論じる予定であ   

る。  
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寡婦・遺児扶助中央委員会derHauptausschuβ  

furKriegerwitwen－undKriegerwaisenfursorge  

が設立された79）。これは，ドイツ貧民扶助・福祉  

活動協会，ドイツ赤十字中央委員会，社会改  

良協会dieGese11schaftfii王sozialeReform，労働  

組合，農業者同盟derBundderLandwirte，  

ハンザ同盟der Hansabund，ドイツ都市連盟  

dieReichsverbandeder、deutschenStadteund  

groBenGemeindenなど，多様な性格をもつ合  

計31の団体によって結成された，自発的な慈善  

活動組織であった。その活動は，貧民扶助・福  

祉活動協会内に置かれた事務所で，その職員の  

助力を仰ぎながら，種々の団体からの寄付金を  

資金源として始まった。しかし，ドイツ各地に  

在住する40人以上の委員が集まるのは容易では  

なかったから，15年6月には中央委員会の下に  

11人の構成員からなる活動委貞会derArbeits－  

（2）軍人遺族扶助の組織と活動  

（a）軍人寡婦・遺児扶助中央委員会；戦死者  

遺族のためのドイツ国民基金  

1915年4月16，17日にドイツ貧民扶助・福祉  

活動協会derDeutscheVereinfdrArmenpflege  

undWohltatigkeitの呼びかけによって，「軍人  

寡婦・遺児の社会的扶助」SozialeFtirsorgefdr  

KriegerwitwenundKriegerwaisenをテーマと  

する会議が開催された78）。それによって軍人遺族  

扶助問題に対する関心が高まり，そこから，軍人  

77）Cuno，ZurKriegshinterbliebenenfLirsorge，S．67－   
68，73；E．v．Hollander，Ftirsorgefdrdie Kriegs－   
hinterbliebenen，S．101．クノーによれば，1917年2   
月26日のプロイセン内相布告では，軍人遺族困窮の   

審査基準には「出征軍人家族救済法」の原則が通用   

されるとされた。また，この布告に基づいて，戦時   

福祉支出として寡婦・遺児のためになされるゲマイ   

ンデの支出は，そのためにライヒと邦から配分され   

た資金から支弁できるようになった。ところが，同   
じくクノーがあげている17年4月4日のプロイセ   
ン内相布告には，次ぎのような文言がみられる。   
「寡婦となった軍人の妻とその家族が苦境に陥る   

ようなことがあってはならない。したがって，そう   

した人々が困窮している場合には，遺族年金の他に   

ゲマインデの戦時福祉事業によって救済すること   

が不可欠である。／この給付は，例えば以前の家族   

救済と遺族年金との差額といった，一定の基準によ   

るのではなく，当然なさるべき判断に基づき，困窮   

の度合に応じて認められねばならない」と。これに   

対してクノーは，「ともあれ，布告は追求すべき目   

標への進歩である。管轄の問題は未解決のままで   
ある」という注釈をつけている。これらは，軍人遺   
族のなかで困窮に陥る人々が無視しえない存在と   

なり，それに対する対応策が講じられたこと，しか   

し，それは種々の試行錯誤のうちに進められたこと   

を示している。  

78）この会議の報告とそれに基く討論とは，50Zぬge   
j屯rβ0曙e揮r励i曙er比′i如e几比托d節i喀erl〟αiβerL．   

Agなemeよ托e del↓ねC九e 晦㍑几g e£几らer払斥托 UOm   

加江ねCJle71陥re£花押r Arme叩β曙e 沈托d Ⅵもんみ   

はf鹿たe孟孟αmJ6．捉托dJ乙4pri～J9J5fm f）ge71αr－   

ぶi£z㍑聯βααg deβ属e£cんβ£αgeSれβergi軋 ぶ£e花0－   

grqp九isc九e劫ric如正むer diel々r九α托dg払れge花戸   

ぶcんrZ伽花deざde捉ねC九e花lセreわざ声rAr〝1eJ軍β聯   

ZLndl穐hllatigheit，103．Heft），MtincherirLeipzig   
1915に収められている。  

79）軍人寡婦・軍人孤児扶助中央委員会の設立とその   

活動については，助几dわ比C九der励ie卵揮rβ0樗e  

i机上）蝕ねCゐe7一助fc′も，S．187－214；E．Ⅴ．Hollander，   

FtirsorgefurdieKriegshinterbliebenen，S．98・102；   
ders．，Tatigkeit des Hauptausschusses（verlesen   
durchdenstellv．VorsitzendendesArbeitsaus－   

SChussesI）r．Levy），in：Standundkzi埴igeEnl－   
∽icゐg㍑托g dergr£egざ∽if∽e7い比花dⅣαfβerレ   

βrgorge．1々r九α花dg比J喀eJlder gc九Zuβねg払r噂deβ   

助叩£α沈ββC九比ββeβder励・iegβ抄i如e7レ払托dⅥ匂ねeJl一   

声r50曙eαm2乙旅むrl↓αrJβJβi几βergれ仁βc九r折   

£e托 deβ Arあe如α比ββC九㍑gβeざ der 励iegg∽i如e几－   

und WaisenFziT・SOrge，9．Heft），Berlin1918，S．   
2－4；Dr．E．Francke，BerichttiberdenArbeits－   
ausschu13derXriegswitwen－undWaisenfursorge，  
in：かよe Ar〝le7岬β喀e花α亡んde仇敵i喀e．S亡e几0・   

grαp九iβC九er月eric′もfαむer（ゴie Ver九α几dg払托gerL   

der朗．血九reββαmmZ比和g deぶdel↓ねC九e7も1々rei那  

／昆rArme71p／Jege王↓托dⅣ0九J孟d£igゐeifαmJ5．   

㍑花dJβ．ぶ畔上emむerJβJ♂£几エe≠pzig（＝Sヴ九「沼eJl   

deβ de乙血C九e托 V之reれβ 揮r Armeれpβ喀e 払几d   

Wohltatigheit，105．Heft），Mtinchen／Leipzig  
191てS．14，23；ders．，TatigkeitdesArbeitsausschusses，  

in：S£α托d㍑几dた浣托／fige屈花£∽icんg比花g der   

gr£egg∽よ£抄e花一弘花d一Ⅵ匂ねe花／かぶOrge，S．7－18   

による。なお，1918年のホランダーとフランケの論   

塙は，軍人寡婦・遺児扶助中央委員会が後に述べる   

国民基金に統合されるに際して行われた大会での   

報告と代読である。  
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aussch通が設置、された。そして，この委員会  

が，軍人遺族扶助に関する調査や資料収集，情  

報の提僕，所轄官庁への請願の作成，他の扶助  

機関との連携といった活動を行った。それが作  

成したパンフレット80）では，軍人遺族扶助はお  

およそ以下のように捉えられていた。  

第70巻 第2・3合併号  

い。／完全に生業に就くことので．きる女性  

は，食堂や育児施設によって，家事や育児  

の仕事から解放される。／……  

Ⅲ  

戦争遺児院は必要ない。現存の施設で必  

要は満たされている。／戦争遺児の養子縁  

組は祖国の仕事である。／片親だけの遺児  

はできるだけ母親の許におかれる。／……  

／その素質に合わせて戟争遺児をしっかり  

教育・職業教育することは，戦死した父親に  

村する恩義だけでなく，国民経済的な自己  

保存の要請でもある。  

Ⅳ  

戟争寡婦・遺児扶助の最高の原則は，寡婦  

や遺児の従来の生活態度を維持することで  

ある。……   

Ⅰ  

ドイツ国民は……戦争寡婦と遺児に経済   

的・精神的自立への道を開こうとしている。   

／年金と義指金だけではこれは不可能であ   

る。／社会的扶助と結びついてはじめてそ   

の目的を達成することができる。／……／   

この仕事は，所轄の公的および自発的な機   

関を軍人遺族救済委員会に統合することを   

必要とする。  

Ⅱ  

社会的な戦争寡婦・遺児扶助は，健康扶   

助，経済扶助，雇用扶助，教育を含む。／悲  

嘆と心配で疲れ果てた戟争寡婦の心身の健   

康がまず必要とされる。／その経済状態は   

正常でなければならない。寡婦が年金や現   

金扶助を得，使用するについては，助言が   

与えられねばならない。夫の生業を継続す   

るために，適宜，専門的な援助がなされな   

ければならない。／労働可能な女性には，  

職業紹介・職業指導・職業教育によって適   

当な生業が紹介されねばならない。年金は   

賃金引き下げの手段となってはならない。   

劣悪な家内労働は避けられなければならな  

軍人寡婦・遺児扶助中央委員会と活動委員会  

は，その後，帝国宰相ベートマン＝ホルヴュー  

クTheobaldvonBethmannHollwegやドイツ  

貧民扶助・福祉活動協会，後に述べる国民基金  

などからの寄付を活動財源とすることによっ  

て，独自の事務所や職員をもつようになり，軍  

人遺族扶助関係の資料の収集，叢書や機関誌  

『社会的戦争遺族扶助』50Ziαge励痩β九i扇er一  

拍eゐe71e癖rβ0曙eの刊行，公私の連携，軍人遺  

族扶助の実態に関するアンケート調査，といっ  

た活動を行った81）。   

しかし，それらの活動は，扶助そのものとい  

うよりも，そのために条件や基盤を整備すると  

いう性格を強くもっており，扶助の実施組織が  

必要であった82）。そうした面で大きな役割を果  80）Flugh1att，herausgegebenvomArbeitsaSSChuB   
derKriegswitwen－undWaisenftirsorge，1n：I）r．   
E．Francke，Bericht tiber den ArbeitsausschuB   

derKriegswitwen－undWaisenfursorgらS．16－18．   
Auchin：HandbzLChder掛iegβ揮rsoTgeimDeut－   
βCんe花月eわれ S．192－193．  

81）Dr．E．Francke，Tatigkeitsbericht，in：Probleme   

der励i喀β九払£erわgieむe71e花揮rβ0曙e，S．5－11；ders．，   
TatigkeitdesArbeitsausschusses，S．7－18．  
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の機能を担った。国民基金が遺族扶助に支出し  

た金額は17年だけで6百万マルクに達したが，  

その扶助はあくまでも補完的な性格をもつもの  

であった。国民基金と軍人寡婦・遺児扶助中央  

委員会とは相互に協力しながら軍人遺族扶助を  

推進し，18年には後者は前者に統合された糾）  

たしたのが戦死者遺族のためのドイツ国民基金  

diedeutscheNationalstiftungfurdieHinter，  

bliebenenderimKriegGe払11enenであった83）。  

皇帝の支援の下でつくられ，ヒンデンブルクが  

名誉総裁を務めたこの組織は，半官的な性格を  

もち，もともとは義指金の収集・配分の場と考  

えられていたが，戦争の長期化とともにその活  

動を拡大していった。即ち，うえの軍人寡婦・  

遺児扶助中央委貞会および活動委員会，地域の  

扶助機関と連携して，困窮した戦死者遺族に対  

する現金による一時補助，寡婦が自立して生計  

を立てるための職業指導・紹介，自営業の場合  

には種々の助力・相談，病弱・病気の寡婦に対  

する医療，遺児に対する養育費補助，家族・施  

設への収容，生業に就くための職業教育の振  

興，といったことが国民基金の主な活動内容と  

なっていった。そして，邦や州，都市や郡など  

に下部機関としての特別委眉会，下部委員会が  

おかれた。その数は，1916年時点で，邦委員会  

19，州委員会8，都市の地域委員会12，郡委員  

会12であり，ザクセンとバーデンでは戦傷者扶  

助組織であるそれぞれのハイマートダンクがそ  

（b）地域の軍人遺族扶助機関   

これまでみてきたように，軍人遺族年金に関  

する問題は軍部の管轄事項であったが，私的な  

機関も遺族の生活を可能な限り以前の状態に戻  

すことを目標として，積極的な活動を始めてい  

た。しかし，法律や指令などの規定に則って年  

金の受給条件を個別的に確定し，複数の組織や  

規定による扶助活動を効率的・統一的に行うた  

めには，遺族の状態が正確に把握されねばなら  

なかったし，遺族の生活の監督，助言や指導  

（具体的には年金の使用の仕方，健康状態の  

チェックと扶助，経済問題に関する助言，遺児  

の養育に関する世話など）も，それぞれの実情  

に合わせて個別的になされなければならなかっ  

た。そのためには∴扶助活動を統括する公的な  

82）Dr．E．FranCke，Berichtilber den Arbeits－   
ausschuL3derKdegswitwen・undWaisenfdrsorge，   
S．18－20；肋几dむ払C九der掛i喀β揮rβOrgeim加比f－   

SChen Reich，S．194－199；E．von Hollander，   

FtirsorgefdrdieKriegshinterbliebenen，S．98－101．  
83）ドイツ国民基金については，H．Simon，Besondere   

AufgabenderKriegshinterebleibenenfdrsorge，in：   
月er～i几erヱ職rgo瑠e－Arわei£∽肋re汀d deβ掛i曙eβ．   

1ゐrfr∂ge 肌dβeric九ね α比β dem血↓βらig血れgS－   

エe九曙α7堵derZe花£rαねβrpriuα豪e糀rgor官e且V   

Berlin，Berlin1916，S．108－111；dies．，Entwick－   
1ungundgegenw良rtigerStandderX衰egshinter－   
bliebenenftir＄Orge，in：Stand zLndkzinFlige   
居れ加古cゐJ㍑托g der 励i（智eruノi如eJl一弘花d Wbfβeれ一   

声rβ0樗e，S．28－30；月血dあ比e九der励ねが揮rβ0瑠e   

imDezLtSChenReich，S．199－204；E．v．Hollander，   
T畠tigkeit des Hauptausschusses，S．5；ders．，   
FtirsorgefiirdieKriegshinterbliebenen，S．99，102   
による。  

84）ホランダーは「私の考えでは，中央委貞会は，与   

えられた基礎の上で発展するであろうという確信   

をもって，それがこれまで行ってきた仕事を喜んで   

国民基金の手におくことができる」と述べたし，フ   

ランケは，国民基金のなかに新設される諮問委員会   

に中央委貞会の主だったメンバーと活動委員会の   

仝メンバーが参加することになったことを報告し   

た後，それに続いて，「こうして，私たちは，中央   

委貞会と活動委員会の解散を目前に控えています。   

私が既に強調しましたように，私たちの多くにとっ   

て，それはいくらか辛いことであります。しかし，   

問題の利益のためにそうしなければならないので   

す。……私たちの仕事は，全体会議が吹き込み，私   

たちが忠実に守ろうとしてきた精神で国民基金に   

よって引き継がれるであろうと確信しています」と   

述べた。E．v．Hollander，TatigkeitdesHaupt－   

ausschusses，S．5；Dr．E．Francke，TatigkeitdesAr・   

beitsausschusses，S．17－18．  
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地域の機関が必要とされた85）。ここでもプロイ  

センの場合を中心にみよう。  

1915年秋にライヒ内務省で行われた，ライヒ  

と邦の関係者会議では地域的扶助機関を設置す  

るこ上が決議され，それにしたがって個々の邦  

国政府あてに要請が出された朗）。軍人遺族年金  

や付加年金のために必要な調査や手続きを地域  

の警察署が行っていたプロイセンでは，陸軍省  

や内務省によって，官庁の指導の下でこの扶助  

事業にかかわりを持つ協会，団体，人物を統合  

した地域の軍人遺族扶助機関を設置することが  

促された。16年には1月7日に陸軍省布告が，  

5月5日に内相布告が出された後，12月26日に  

はプロイセン内相から「戦死者遺族のための地  

域的扶助機関の設置」DieEinrichtung6rt－  

1icherFtirsorgestellenfdrdieHinterbliebeneIl  

derimKriegeGefallenenという布告が出され  

た。ここでは，5月5日付けで出された同相の  

布告にしたがって多くの都市や郡で軍人遺族の  

扶助機関が設置されたことに満足を示しながら  

も，それがまだ存在しないところでの機関設置  

が要請された87） 

これらに呼応して，主として郡や都市を単位  

に，軍人遺族扶助機関が設置されていった。そ  

第70巻 第2・3合併号  

の1つの形態は，遺族扶助機関が公的な機関と  

して新設されることであり，例えばブレスラウ   

市では，うえの内相布告に基づいて戦死者遺族   

扶助のために市の公的な扶助機関が創設され   

た。参事会議長が指揮するこの機関は，（1）遺   

族年金問題とブレスラウ在住遺族のリスト作   

成，（2）社会保険の請求権問題，（3）年金支   

給の基礎となる調査∴という3部門から構成さ   

れていた。ハレ市南方に位置するメルゼブルク   

郡，オーバーバルニム郡，テユー リンゲン地方   

のシュマールカルデン郡などでは，郡によって   

遺族扶助機関が設置された。これに村して，遺   

族扶助機関が，戦傷者扶助機関をはじめとする   

既存の福祉機関やその他の行政機関に併設され   

ることもあった。マインツ市では，市議会の同   

意を得て16年6月19日に活動を開始した戦傷者   

と戦争遺族扶助機関が17年5月1日には市戦傷   

者・戦争遺族扶助局StゑdtischesFtirsorgeamt   

furKriegsbeschadigteundKriegshinterbliebene   

という名称をもった。以上のような2つの場合  

には，多くの場合，市長や郡長が扶助機関の長   

に就いたが，その他に法律家，聖職者，教育関   

係者などが責任者になることもあった。参事会   

会員や種々の福祉団体の代表，市民の代表がこ   

れらの機関の構成員となった。機関の管理に要   

する費用は主として郡や都市によって負担され   

た。これらの2つの類型の他に，国民基金や赤   

十字の地域機関にその任務が委託されるケース   

もみられた。ベルリンでは，市戦争遺族扶助機   

関は同時に国民基金の州委員会であり，それ   

は，参事会会員，市議会議貞，国民基金の幹部   

会および州委員会の代表，地区長，市専門学   

校・補習学校制度理事長，遺児院長，ライヒ保   

険官庁およびすべての任意団体の代表者から構   

成されていた。また，こうした場合には，運営  

85）Dr．Luppe，DieAufgabenunddieOrganisation   

derKriegshinterbliebenenftirsorgeimDeutschen   
Reiche，S．7・8；ders．，Militarverwaltung und   

Kriegshinterbliebenenfdrsorge，in：ProbleTne deT・   

励iegざんよ花ねrぁおeむe71e7も揮rβ0曙e，S．13－15；Dr．E．   

Francke，Tatigkeitsbericht，S．9．  

86）I）r．E．Francke，TatigkeitdesArbeitsausschusses，   
S．11．  

87）Dr．Kraus，Mitwirkungderlokalen amtlichen   
FtirsorgestellenderRentenfLirsorgedesReiches，   
S．42．1916年12月26日の布告はPro♭ZeJ乃e der   
＆・i堵Sん£乃ねrわg£ebe托e71βrざ0瑠e，S．107・108に収め   
られている。そこでは，「これがなお設置されてい   

ないところでは，この問題に常に注目し，扶助機関   
の設置を一層目指すことを要請する。、こうした地   

域的な扶助機関の必要性はますます明らかであ   
る。」と述べられている。  
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費用は国民基金や赤十字の資金，その他の基金  

によって賄われることが多かった。プロイセン  

における遺族扶助機関の設置については，地域  

間でも進展度や密度の相違がみられた。ライ  

ン，ヴュストファーレン，シュレスヴイッヒ＝  

ホルシュタイン，ヘッセン＝ナッサウ，ハノー  

ファー州の一部では軍人遺族扶助機関の設置が  

進んでいたのに対して，東西プ・ロイセン，ボン  

メルン，ポーゼン州では，いくつかの都市を例  

外として扶助機関の組織と活動は十分ではな  

く，ザクセン州は両者の中間に位置していた88）。   

バイエルンでは，地域の扶助機関と統一婦人協  

会dieVereinigtenFrauenvereineなどとが協力  

して軍人遺族扶助に当たっていたようであるが，  

1916年10月に軍人遺族扶助バイエルン邦委員会  

協会derVereinBayerischerLandesausschuL3  

derKriegerhinterbliebenenfiirsorgeが設立され  

た。その後，ミュンヘンでは，17年3月にオー  

バーパイエルン軍人遺族扶助県委員会derKreis－  

ausSChuB der Kriegerhinterbliebenenfdrsorge  

furOberbayernが，17年4月にはミュンヘンの  

地域委員会derOrtsausschuBMtinchenが設置  

された。ザクセンでは，ハイ．マートダンクが軍  

人遺族扶助をも引き受けた。バーデンでもハイ  

マートダンクの地域委員会が，すべてのゲマイ  

ンデに公的な軍人遺族扶助機関を設置し，その  

活動を促進することを委託された89）。   

こうした地域の公的遺族扶助機関数は1918年  

初頭にはプロイセンで2300，バイエルンで205，  

小規模なゲマインデがそれぞれにそうした機関  

を有したヴュルテムベルクで1465に達してお  

り，ライヒ全体ではおよそ5000にのぼった鋪）。  

遺族扶助機関の設置，組織，活動にはいくつか  

の特徴がみられた。その1つは，軍人遺族扶助  

機関が戦傷者を対象とするそれよりも時期的に  

はやや遅れて設置されたことである。それは，  

問題自体が遅く顕在化したことによるのであろ  

う91）。第2に，これらの軍人遺族扶助機関はと  

くに国民基金とは強い結びつきをもったが，そ  

89）E．Ebert－Mitscherlich，DieXriegerhinter－   
bliebenenfiirsorgederVereinigtenFrauenvereine  
inMtinchen，in：ProbleTne derKriegshinter－   
bliebenen揮rsoT￥e，S．100－105；Dr．E．Franke，   
TatigkeitdesArbeitsausschusses，S．12；H．Simon，   
Entwicklungundgegenwartiger Stand der   
Kriegshinterbliebenenftirsorge，S．31．  

90）Dr．E．Francke，Tatigkeit des A沌eitsaus－   
schusses，S．12；H．Simon，Entwicklungundgegen－   
Wartiger Stand derXriegshinterbliebenen－   
fLirsorge，S．31；H．Stranz，DieFtirsorgestellen，   
S．11－28．  

91）これにかかわる若干の事例を書きとめておこう。   

バイエルンのオスターベルク郡では1915年夏に創   

設された扶助機関がまずは戟傷者扶助を，そして17   

年1月から遺族扶助をも引き受けた。ハーメルン   
市では17年4月に遺族のための公的扶助機関が設   
置され，それが市戦時扶助局に統合された。また，   

クレーフェルトでは16年5月に遺族扶助機関が設   
置され，それは市専門後見部に統合された。H．   
Stranz，DieFtirsorgestellen，S．15，22．なお，戟傷   

者扶助に比べて軍人遺族扶助に対する取り組みが   

遅れた点について，兵士寡婦・遺児扶助活動委員会   

の委員長であったフランケは，「1870／71年の戦争か   

ら，戦傷者の深刻な問題はなお強く我々の記憶にあ   

りました。当時は軍人遺族の問題というのはほと   

んどありませんでした。前もって誰も予想できな   
いような長期化した戦争の過程ではじめて，既婚召   

集者の数が，現在経験してきたように増加したとい   

うことも考慮しなければなりません」と述べてい   

る。Dr．E．Francke，Bericht tlber den Arbeits－   
ausschuBderKdegswitwen－undWaisenfursorge，   
S．15．  

88）0．Tilgner，FiirsorgestellefilrHinterbliebenevon   

Kriegsteilnehmerin Breslau，in：Pl・Obleme der   

励i聯九れねrわgieわe71eJゆrβ0曙e，S．88－90；G仏ndeれ   

Kriegshinterbliebenenfiirsorge der StadtMainz，   
in：Pro鋸emeder励iegβ九i托ね「むJiebe几e71揮rβ0瑠e，S．   

93－100；H．Simon，Entwicklungundgegenwartiger   
Stand derKriegshinterbliebenenftirsorge，S．33－   
34；H．Stranz，DieFtirsorgestellen，in：励iegshin－   

fer摘eむe几e71揮rβ0樗ei托Prelぴe7l．忍摺e占几iβei托er   

［血斤dgeみeide71αmfgわ九e花月迂柑0樗甲fegge71年   

Sc九「埴e托der〃b昆0托αね£王β㍑れg揮rd云eガf花王er占gie－   

わ飢e71derim励i曙GeわJge花e托．肋沈e釣gge der   

5c九ri仲托 deβ Arわe云ねα弘β∂C九㍑Sβeβ der 蔚i喀er一   

山f∽e7レ㍑几d Wbiβe71揮rβOJ官e，10．Heft），Berlin   

1919，S．11－28，besondersS．19－20．  
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の他の扶助組織とも緊密な連携をとっており，  

人的には複数の組織や機関で重なっていること  

もあった。十般的にいえば，都市部では全国婦  

人奉仕会dieNationaleFrauendienste，農村部  

では祖国婦人協会の協力が顕著であった92）。遺  

族年金の認定，年金で生計を立てることができ  

ない場合の暫定補助，遺族の生活指導，その他  

の扶助にかかわる問題の取り扱いは93），軍部，  

ゲマインデ，私的な慈善組織にまたがるもので  

あり，連携や調整が不可欠だったのである。 

らに第3に，それぞれの扶助機関は，それらが  

中間的な組織に統合されることもあったが瑚，  

第70巻 第2・3合併号  

他方では各扶助機関の管轄区域は小さな地区に   

分割された。例えば，ベルリンでは，市域は租   

税委員会を基準として23の区域に分けられてい   

たし，アッシヤーレーベンでは28の，デュース   

ブルクでは41の区域に分けられ，各地区に扶助   

貞がおかれた95）。そして，この扶助貞を始めと  

して，扶助にかかわる仕事には多くの市民が名   

誉職として動員された。ここでは，エルバー  

フェルト制度以来の伝統が生かされていると考  

えることもできよう。  

（3）軍人遺族の生活と扶助   

軍人戟死者の年齢や家族構成，職業は，遺族  

の構成や生活とも密接なつながりをもってい  

る。第1次世界大戦によるドイツの軍人戦死者  

180万人のうち，過半を占めるプロイセンのそ  

れについて年齢構成をみると，第13表のとおり  

である。戦死者のうち40％に近い41万人が20－  

24歳であり，20歳代で全体の60％以上を，それ  

92）H．Simon，Entwicklung und gegenwゑrtiger   
Stand der Kriegshinterbliebenenfdrsorge，S．34．   

この点に関して，軍人寡婦・遺児扶助中央委員会の   
191‘7年1月22日の大会における報告でフランケは，   

「この機関（遺族扶助機関一柳釆）は，その指揮   
が公的な人物あるいは官署から委託された人物に   

委ねられねばならないという限りにおいて公的で   

す。けれども，時間・金・力の浪費を防ぐことが   
できるようにiこうした公的な長の下で遺族の扶助   

と部分的には戦傷者の扶助に携わっているすべて   

の人々，すべての団体や組織が続合されるべきで   
す。」と語ったし，ルッペも，「地域の扶助機関は官   
庁に属さなければなりませんし，官庁のような構成   
でなければなりません。けれどもそれは同時に，扶   

助というこの全領域で専門的に活動し，個々の場合   
に調査や助言・助力で補佐をすることができるすべ   

ての人物と組織を含まなければなりません。公的   
な官庁と私的な扶助組織とのこうした協力が必要な   

のです」と述べたoTagungdesHauptausschuseS   

der Kriegerwitwen－und Waisenfursorge，1n：   
丹0抽meder励i聯んれ£erらJ£ebe71e花揮rβ0瑠e，S．9，   
14．  

93）公的遺族扶助機関が担う活動の概要は，プロイセ   
ン陸軍省の「手引き」や1917年1月2日布告などに   

よって知ることができる。エei埴de7も揮rαmfgicんe   

βねgge7bder放言egg如花ね「わ～ねむe托erレヱ屯rβ0曙e，S．ト   
14，55・56．ルッペは，「私は以下の様な考えを表明し   
ておきたいと思います。それは，我々（軍人寡婦・   

遺児扶助機関一加来）が，陸軍省によって認めら   
れた，こうしたきわめて広い権限を喜んで行使すべ   
きであるということ，従って基礎年金と付加給付の   
すべての申請が遺族扶助機関でだけ行われ得るという   

こと，そして，こうしたすべての案件についての審査   
も扶助機関に委ねられるということであります。」と述   
べた。Luppe，MilitarverWaltungundKriegshinter・   

bliebenenfursorge，S．16．  

94）例えば，ヘッセン大公国，ヘッセン＝ナッサウ州   

とヴュストファーレン州の一部を含む地域の第13   

軍団地区では扶助機関による中間組織が創られてお   

り，ルッペは，1917年1月22日の戦争寡婦・遺児扶助中   
央委員会第3回大会における報告においてそうした組織   

の必要性を指摘した。Luppe，Militarverwaltung   

undKriegshinterbliebenenftirsorge，S．19－21．  
95）E．v．Hollander，FdrsorgefdrdieKriegshinter－   

bliebenen，S．101；H．Stranz，DieFtirsorgestellen，   

S．19－23；劫rgi花im We地「廃e．凡扉 九九re   
StadtischerB＞iegsarbeit，hrsg．v．E．Kaeber，Ber－  

1in1921，S．72．フランクフルト・アム・マインでは   

17の地区事務所がおかれた。Dr．Kraus，DieMit－   
Wirknng derlokalen amtlichen Ftirsorgestellen   
beiderRentenfiirsorge desReiches，S．40．また   

ミュンヘンでは，1916年に市の遺族扶助事務所に8－10   

人の吏員がいたが，その他に，29の地区市扶助委員会で   
は，それぞれ1－4人の統一婦人協会に属する女性扶助   
貞が活動しており，1地区あたり扶助を受ける遺族家族   
数は8－129であった。E．Ebert，Mitscherlich，Die   

Kriegerhinterbliebenenfiirsorge der Ver・einigten   

Frauenvereinein M也nchen，in：Probleme der   
励i聯九血erわg£eわe71e71揮rβ0樗e，S．100－101，104．  
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第13表 プロイセン軍人戦死者の年齢構成  （単位：人；％）  

年 齢   1914年   1915年   1916年   1917年   1918年   合  計   

20歳未満   6，651   17，826   14，961   24，533   33，778   97，749（9．4）   

20－25歳  56，780  120，472   81，930   65，892   89，049   414，123（39．7）   

25－30歳  44，085   71，379   43，853   33，373   48，067   240，757（23．1）   

30－35歳  22，882   44，520   29，527   22，813   32，913   152，655（14．6）   

35－40歳   8，882   23，236   21，580   16，486 20，547   90，731（8．7）   

40－45歳   1，878   7，336   7，148   10，193   10，648   37，203（3．6）   

45－50歳   426   1，404   1，057   2，834   3，448   9，169（0．9）   

50歳以上   300  359   245   254 275   1，433（0．0）   

不  明   322   109   34   48   107   620（0．0）   

合  計  142，206  286，641  200，335  176，426  238；832   1，044，440（100．0）   

資料：SialislischeshhT・buch揮rdenP＞eistaatPT・euPen，17．Bd．，Berlin1921，S・32・  

第14表 ハノーファー戦死者の年齢と職業  
（単位：人）  

年 齢  熟練労働者  不熟練労働者  職 員   自営業者   商 人   自由業者   その他   合 計   

20歳以下  

21－25歳   22   12   8   42   

26－30歳   149   132   58  16   5   360   

31－35歳   217   165   83   26  7  3  501   

36－40歳   147   59   28   7   3  360   

41－45歳   51   40   21   10  123   

45歳超   3   5   4   3  15   

合  計   589   469   233   83   14   2   1，401   

資料：H．Stranz，Wirtschaftslage，in：Kriegshinterbliebenen揮rsorgeinPreuPeTL，Berlin1919，S．85．  

軍人遺族数としては，寡婦60万人，遺児100万  

人に加えて多くの両親や兄弟姉妹が遺されたと  

いう記述が大戟中になされているカ弼），ここで  

は，1917年にプロイセンで行われたアンケート  

調査を手がかりとしよう。これは，郡長と市長  

あてに出された同年7月31日のプロイセン内務  

省布告に基づいて，戦死者遺族の状態を調べた  

に30歳代前半を加えると，80％近くを占めてい  

たことがわかる。第14，15表によれば，ハノー  

ファーやマインツなどの個別的な事例でも戦死  

者の年齢構成については同様の特徴が確認され  

るが，ここではさらに，戦死者のかなりの部分  

が既婚者であったこと，これら2つの都市にお  

ける戦死者の職業構成では労働者が圧倒的に多  

く，職員がそれに次いでいたこともわかる。い  

ずれにおいても，戦死者の約3／4は労働者であ  

り，それに職員を加えた割合は，それぞれ全体  

の92，84％であった。以上のことをふまえて，  

軍人遺族の生活とそこにおける扶助の意味をみ  

ていくこととしよう。  

96）この記述は，初版が1916年11月，第2版が18年7   
月に出された書物のなかにみられる。Dr．Luppe，   

DieAufgaben und die Organisation der Kriegs－   
hinterbliebenenfdrsorgeimI）eutschenReiche，S．   
6．18年1月現在のドイツにおける戦争寡婦数を約   

50万人とする記述もある。K．Reutti，Zahlenergeb－   
nis，in：励i喀β九i托ねrむgiebeれeJlルrso曙e去几Prel¢e′乙，   

S．1  
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第15表  マインツ市の戦死者・寡婦の年齢・家族状況一職業  

（1916年12月31日現在）  （単位：人）  

年齢・家族状況・職業  戦死者   寡  婦   

20歳末満   24  
20－25歳   136   37  
26－30歳   84   46  
30－35歳   72   53  

年  齢  36－40歳   42   28  
41－45歳   18   20  
46－50歳   2   4  

50 歳 超   3   

不 明   13   14   

独  身  者   190  

結  婚             既  婚  者   203  
離  婚  者   

子ども0人  29  
1人  77  
2人  51  

子ども数  
3人  23  
4人  13  

5人  7  

6人  

7人  2   

無  職  134  
労 働  者   295   45  
商 業 職 員   36  

自由業・教師   
職  

業  

14   7  

吏   7  

鉄道・郵便   14  
商人・自営業者   14   4  

職 業 軍 人   14  

合 計   394   203   

註：「寡婦・労働者」の内訳は，工場労働者45人，縫い子14人，洗   

濯・掃除婦8人，帽子製造工，アイロンかけ，新聞配達，パ  

ン配達，奉公人各1人である。  
資 料：Gtindert，Kriegshinterbliebenen餌sorge der Stadt  

Mainz，ill：Problelne deT・KriegshjnteT・blicbeneT串rsol官e，  

Berlin1917，S．96・97．  

ものである。プロイセンのおよそ2300の遺族扶  

助機関に質問表が送付され，416の回答，377の  

有効回答（そのうち都市からの回答数が155，農  

村からのそれが222）が得られた97）。   

回答を寄せた地域の1917年8月時点での軍人  

遺族者数とその構成を示すと第16表のとおりで  

ある。この数字は地域の遺族扶助機関をとおし  

て年金の申請をした遺族だけを示しているが98），  

その合計は38万人足らずで，当該地域人口の約  

98）したがって，この数字は，経済的に恵まれていた   
り他の扶助を受けることによって，地域の扶助機関   
と接触のなかった人，例えば警察署のような他の官   
庁で年金申請を行った人，非嫡出子などのように，  

19b7年軍人遺族法による年金の対象外となる人を   

含んでいない。K．Reutti，Zahlenergebnis，S．4－5．  97）K．Reutti，Zahlenergebnis，S．2－4．  
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第16表  プロイセンの戦死者遺族数とその構成（1917年8月）  

（単位：人）  

遺 族   都 市   農 村   合  計   

寡  婦   43，519   47，617   91，136   
片親の子ども   77，467   100，366   177，833   
孤  児   1，566   3，375   4，941   
非 嫡 出 孤 児   1，415  2，062  3，477   
両  親  71，426   
そ の 他 遺 族  25，803   
再婚した寡婦  1，160  893  2，053   

計  125，127   154，313   376，669   

人 口 総 計   7，784，278   8，637，386   16，421，664   

註：1）遺族数は，年金の申請を基礎とする。非嫡出子や，将校・官  

吏の寡婦のように他の援護をうけている遺族，経済的に年金  

を必要としない遺族は含まれていない。  

2）人口1万人未満の都市は農村に，人口4万人を超えるブラン  
デンブルク州の農村は都市に分類されている。  

3）アンケートに回答を寄せた地域全体の人口はプロイセン人口  
の41％にあたる。  

4）「両親」，「その他遺族」については都市・農村別の数字は得ら  

れない。  

資 料：KReutti，Zahlenergebnis，in：j打iqgsbliebenen揮T・SOTgein  
Pre扉e托，S．4－5．  

第17表 ハノーファー市における戦死者寡婦の年齢構成と子ども数 （単位：人）  

子  ど  も  数  

寡婦年齢  合 計  
0   1   2   3   4   5   6   7   8   9   

20歳未満  2  3  

21⊥25歳  49   85   94  2   160   

26－30歳  128   172   102  36  3  2   443   

31－35歳   78   142   112   62   19  3  3  420   

36－40歳   38   63   75   32   20   4  245   

41－45歳   16   24   20   18   6   5   3   2  95   

45歳以上   6   5   4   2   19   

合 計   317   492   337 150   51   19   8   7   3   1，385   

註：1）子どもは18歳末滞。  

資料：H．Stranz，a．a．0．，S．86．  

れは約60％を占め，1－3人の子どもをもつ寡  

婦の割合は70％を超えていたし，・プロイセン全  

体でも，1－3人の子どもをもつ寡婦は寡婦全  

体の70％近くを占めていた99）。   

アンケートの報告では，軍人遺族め生活は，  

2．3％にあたった。遺族の内訳では片親の子ど  

もが全体の半分近くを占め，それに次ぐ寡婦の  

割合が24％強であり，両親の割合も20％近くに  

達していた。遺族として最も多いのは，子ども  

を抱えた母親というケースであったということ  

ができる。第17表によれば，ハノーファー市の  

軍人寡婦1385人のうち子ども1－2人をもつそ  99）K．Reutti，Zahlenergebnis，S．6．  
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おおよそ以下のように記述されている100）。  

（1）軍人遺族のなかには何らの扶助をも必  

要としない場合もあった。例えばザクセン州ナ  

ウムブルク郡からの報告では「農民の寡婦は何  

らの補助を必要としない。というのは，彼女た  

ちは十分な資産と収入をもっているからであ  

る」と記されている（67ページ）。これに類す  

る記述はさすがに僅かで，ヘッセン＝ナッサウ  

州フリッツラー ル郡（103ページなど）などでみ  

られたにすぎない。   

軍人遺族年金によって遺族が生活できるとい  

う事例はいくつか報告されている。  

・扶養者が戦前1日当たり1．50マルクから2．50マル   

クしか稼げず，その大部分を自分のために使ってい  

た農村では，その家族はいまでは，激しい物価上昇   

を別とすれば，年金で以前よりよく■なっている。   

（ポーゼン州クロトシン郡，55ページ）  

・寡婦は「どの仕事も断わる。というのは，彼らが   

どんなときにもいっているように，その状態は今で  

は以前よりも良好で，働く必要がないからである」  

（シュレージュン州シェムベルク市，66ページ）  

といった記述がそれを示している。同様の状況  

は，ポーゼン州ホエンザルツア郡（53ページ），  

シュレージュン州オッベルン郡（61ページ），  

ヘッセン＝ナッサウ州マールブルク郡（104ペー  

ジ）からの報告にも記述されている。  

（2）もっとも，うえのようなケースは相対的  

には少数で，軍人遺族年金だけでは生活できな  

い遺族が多かった。そして，そうした場合に  

は，多くの寡婦が生業に就いた。  

・生業可能の場合にはほとんど［の寡婦］が生業に  

第70巻 第2・3合併号  

も携わっている。というのは，賃金は一般的に有利  

であり，年金だけでの生計は不可能だからである。   

（ブランデンブルク州ベルリン＝シューネベルク   

市，48ページ）   

・寡婦は「その年金と農業経営または農業労働から   

の収入で十分生活できる」（ボンメルン州ザーツツ   

ヒ郡，51ページ）   

・労働者階層の戦死者の寡婦は以前の職に就いて   

いる。その他の寡婦の大部分も軍需工場や戦争経   

済の経営に十分な職を得ている。（シュレージュン   

州ブリーク市，63ページ）   

・ほとんどすべての報告によれば，寡婦の生活は十  

分である 。という 

てい土地所有，耕地，菜園からの収入があるからで   

ある。大部分は，子どものために半日だけ農業労働   

を行っている。賃金は，時間賃金17プフェニヒ，日  

賃金1．30－1．60マルク，、週賃金5－6マルク，年所  

得150マルクであり，それにたいていは，住居，馬鈴   

薯畑，家畜の飼料が無料である。（ザクセン州ザー   

ルクライス郡，69ページ）   

・戦争寡婦の多くは近隣にある軍需工場で割のい  

い仕事をみつけた。だから，国民基金に対する申請  

は比較的限られた範囲内に収まっている。（ザクセ   

ン州ナウムブルク市，73ページ）   

・大部分は生業に就いている。こうした人たちに   

はこの地域の官庁，鉄道，道路建設，郵便，食堂や  

さらに商店や工場での好条件で有利な部署が紹介   

された。小さな子どもがいるために外で儲かる仕  

事を引き継ぐことができなかった戟争寡婦は，軍隊   

のための靴下，衣服，砂嚢調製といった割りのいい   

家内労働に従事した。（ハノーファー州ヒルデスハ   

イム市，87ページ）  

・労働者階層出のほとんどすべての寡婦がアルテ   

ナ郡にある巨大な軍事工業で高い賃金で働いてい   

る。（ヴュストファーレン州アルテナ郡，89ページ）   

100）アンケート調査の報告はシュトランツによる。   

H．Stranz，Wirtschaftslage，in：励iegshinterblie－   
be71e埴rβ0曙eiれPrel¢e71，S，29－116．以下では，こ   
のシュトランツ報告については該当箇所のページ   

数を（）内に示すこととする。  

－ 242 －  
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・ほとんどの報告から明らかなように，収入は以前   

とほぼ同じである。多くは工業（鉱山，工場）で働   

いている。何人かは郵便と鉄道にいる。多くの戟   

死者は鉱山労働者だったので，寡婦の大部分は坑夫   

組合金庫年金を受け取っている。家族救済が年金   

よりも高いところでは，ゲマインデの戟時福祉事業   

の資金から補充の救済が認められ，その他に医療は   

無料である。（ヴュストファーレン州ボーフム郡，   

90ページ）   

・主として農村的な性格。寡婦はしばしば自分自   

身の耕地と小住宅，あるいは農業における収入の可   

能性をもっている・。往々にして土地所有は小規模   

にすぎない。特別の困窮は稀である。この郡に属   

するピーデンコップ，バッテンペルク，グラーデン   

バッハといった都市も，小・農村都市として遺族に   

有利な生活と生業の状態にある。（ヘッセン＝ナッ   

サウ州ピーデンコップ郡，102ページ）   

・寡婦は，年金と土地所有，小作地あるいは農業労   

働からの収入でいい暮らしをしている。多くは，部   

分的には親戚や捕虜の助けを借りながら，戟死者の   

土地所有を続けている。（ヘッセン＝ナッサウ州   

シュヴューゲ郡，103ページ）  

・「大多数は以前と同じく，農業を副業としてい  

る。というのは，夫は，たいていが石工，左官，タ   

イル工，塗装工として，この地方では「低地」とよ   

んでいるライン＝ヴェストファーレンの工業地帯   

で働いていたからである。それによって二倍の生   

活費となり，夫が節約家でなければ，家族にはどう   

しても副業に就くことが必要であった。家族はた   

いてい，2，3モルゲンの土地つき小住宅をもってい   

た。したがって，年金が認められれば，遺族が本当   

の困窮に陥るのはきわめて稀であった。ひどいの   

は，軍部が公務傷病を認めず，そのために夫が年金  

なしで家にいたり，寡婦が年金を受けられずにいる   

ような場合である。ここでは本当に困窮がうまれ，   

憤憑が生じる。というのは，軍務が夫の疾病や死亡  

の原因ではないだろうということなど，寡婦は理解  

できないからである。……」（ヘッセン＝ナッサウ  

州リムブルク郡，103－104ページ）   

・戦死者の多くは工業労働者であった。労働可能  

な彼らの妻と子どもには有利な仕事が簡単に見つ   

かる。調整の救済はなさ 

スブルク市，111ページ）   

以上のように，遺族が軍人遺族年金と寡婦の  

生業による所得とによって生計を立てていると  

いう報告はかなりの数にのぼった。なかでも目  

立つのは寡婦が農業に従事しているケースが多  

いことである。ボンメルン州ナウガート市，  

ポーデュツホ市，シュトルプ市（52ページ），  

ポーゼン州オボルニク郡（55ページ），シュレー  

ジュン州ミュンスターベルク郡（59ページ），  

エールス郡（60ページ），ザクセン州オクシヤー  

スレーベン郡（68ページ），ケンネルン市（70  

ページ），ヘッセン＝ナッサウ州ウージンゲン  

郡（105ページ），ハノーファー州ハールブルク  

郡（80ページ）， ゴスラー郡（80ページ），ヴェ  

ストファーレン州ヴァーレンドルフ郡（96ペー  

ジ）などからもそうした報告が寄せられてい  

た。軍人寡婦。遺児扶助活動委員会事務局長で  

あったジモンもまた，軍人遺族扶助の活動を概  

括する報告のなかで，「自分自身の家屋敷から  

の，あるいは勤労報酬としての現物給付があ  

る，純粋に農村的な地方では，疾病などの特別  

の事情がなければ，寡婦にとって400マルク，遺  

児にとって168マルクという最低年金率は十分  

です」101）という認識を示していた。   

寡婦が農業以外の職業に就き，それによって  

生計を立てているという報告は，うえの他に  

シュレージュン州ハーバーシュヴュルト郡（58  

ページ），ザクセン州ノエハルデンスレーベン  
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部一（68ページ），ハノーファー州アインペック市  

（84ページ）などからも寄せられている。それ  

らのなかでは，官庁や鉄道，郵便に多くの寡婦  

が雇用されていたことが注目される。ヘッセン  

＝ナッサウ州マールブルク市（106ページ）から  

の報告にもそれが記されている。既にみたよう  

に，官公庁や鉄道，郵便などでは戦傷者の雇用  

促進がはかられたが，軍人寡婦についても同様  

の配慮がなされたのであろう。これらとならん  

で，軍事工場やその他の工業，奉公人などの雑  

業が寡婦の雇用先となることも多かった。ヴュ  

ストファーレン州ヴイツテン市（102ページ），  

ライン州オットヴァイラー郡（109ページ）など  

からの報告にもそうした記述がみられる。労働  

市場の逼迫は，一般的にいっても寡婦が職を得  

ることを比較的容易にしたと考えられるが，と  

くに軍需工場などでは寡婦の労働力が積極的に  

動員されたものと推測される102）。  

（3）しかし，軍人遺族年金と生業による所  

得，それに鉱夫組合金庫年金などの社会保険に  

よる給付を加えても生計を立てることが困難な  

軍人遺族もあった。ジモンは，「都市と工業地  

域では年金によっても困窮はなくならなりませ  

ん。とくに，夫の収入が1500マルク未満で，そ  

のために付加年金が認められない寡婦がそうで  

第70巻 第2・3合併号  

す。また，今日のような食料事情の下では，年   

金で十分なのは，家事や育児をほったらかして   

完全に就業できる女性だけです」103）と述べてい   

た。そうした遺族に対して国民基金をはじめと   

する慈善団体からの救済や地域の扶助がなされ   

ている，という報告も寄せられている。  

・多くが坑夫組合金庫年金，ゲマインデからの手当  

て，家賃補助，医療費，その他の特別の特典を得て  

いる。（ヴュストファーレン州ドルトムント郡，92  

ページ）  

・戦死者はほとんど鉱夫であり，戦前既に十分な賃  

金を得ていた。したがって，ほとんどすべての寡婦  

が暫定的な補助に村する請求権を有していた。同  

様に，多くのところで坑夫組合金庫寡婦年金や児童  

手当が問題となっている。（ヴュストファーレン州  

マルテン郡，92ページ）  

・遺族の年金は生活の維持に十分ではない。  

戦争による物価騰貴のなかで経済的・社会的な低落  

が避けられないこともあった。……国民基金，ク  

ルップ基金，婦人感謝会，市の資金からの臨時的  

な，そして恒常的な補助が認められた。（ベルリン，  

43ページ）  

・夫は大部分が労働者であった。寡婦は資産をも  

たず，年金だけでは生活に十分ではない。寡婦は，  

石炭，馬鈴薯などの救済を受けている。小さな子ど  

もがいるために，賃仕事が可能なのは稀でしかな  

い。したがって，物価が上がれば，特別の救済が必  

要である。（ライン川キルヘン・アン・デア・ジー  

ク村，107ページ）  

・家事から手が離せる限り，すべての寡婦は一部は  

農業で大部分は軍事工業で働いている。その他の  

寡婦は年金で生活しているが，生活物資の価格が高  

101）H．Simon，Entwicklung und gegenwartiger   
StandderKriegshinterbliebenen飽rsorge，S．27．   
但し，彼女はこれに続けて，「これによって直ちに，   

農相におけるこれらの遺族には何もおこらないと   

いうことを言おうとしてい、るのではありません」と   

付け加えている。同報告の37－38ページにも「最低   

の年金率でも純農村地域では十分です」といった指   

摘がある。  

102）寡婦の就業先として，郵便と鉄道，軍の裁縫所や軍   

事工場が多いことを指摘したジモンは，ケルンでは鉄   

道，郵便，市電だけでも206人の寡婦が就業し，ベルリ   

ンでは生業をもつ寡婦の40％が軍裁縫所による家内労   

働に従事していたという具体例をあげている。   
H．Simon，EntwicklungundgegenwartigerStand   

derKriegshinterbliebenenfLirsorge，S．36  
103）H．Simon，Entwicklung und gegenwartiger   

StandderXriegshinterbliebenenfursorge，S．36．  
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第18表．ハーゲン市の軍人寡婦に対する調整額  

（単位：人，マルク／月）  

子ども数   寡 婦 数   調整をうける   調整額の範囲   平均調整額   

0   67   5   4．00－12．00   9．40   
124   38   2．00r17．00   8．10   

2   98   33   1．50－16．00   7．65   
3   48   22   1．50叫11．00   7．70   

4   28   8   2．00－12．00   6．35   
5   17   5   5．20－12．00   11．55   

6   10   6   6．00－22．00   14．25   

7   4   4   2．50－10．15   10．75   
8   

397   121 合 計  

資料：Cuno，ZurKriegshinterbliebenen飽rsorge，in：ProbleTnederB｝iegshinterbliebenenかsoTge，S．70．   

されているが，「市の資金からの補助をとおし  

て，市は遺族に戦死者の収入と家族数とを考慮  

した最低収入を保証して」（ライン州エルバー  

フェルト市，111－112ページ）いたのである。  

（4）種々の扶助にもかかわらず，戦死者の職  

業によっては，遺族が戦前の生活水準を維持す  

ることが難しいこともあった。  

・土地所有者と農業労働の寡婦は農業に従事する  

ことによって十分生活できる。小手工業者，自営業  

者，職員の寡婦の場合には年金は必ずしも十分では   

なく，特別の資金からの臨時的な救済が必要であ  

る。（西プロイセン州マリーエンヴュルダー郡，42  

ページ）   

・商人層の寡婦の状態は劣悪である。短い結婚期  

間では貯えをすることはできなかった。少額の戦  

時手当は生計には不十分である。婦人たちは自分  

と子どもの生活のために職を得なければならな  

かった。けれども，収入はそれでも生計には十分で  

はなかった。（シュレージエン州ダライヴイツツ  

市，64ページ）   

・全体として知識階級の，社会的にいくらか上層に  

位置する家族の場合にはかなり厳しい。2000マル  

くなって年金は極端に不足している。困窮の場合  

には戦時福祉事業または国民基金からの救済がな  

される。（ライン川ケルン郡，108ページ）   

・年金は生計には必ずしも十分ではないから，衣服   

と燃料が供与され，総司令部の資金からの救済が堆   

しすすめられる。（ライン州ザールブリユッケン  

市，113ページ）   

ここにも示されているように，遺族は，自ら  

の所得や遺族年金，それを補う付加年金で生活  

できない場合には，国民基金の救済や地域の戦  

時福祉事業による扶助を並行して受けとること  

ができた。第18表によれば，ハーゲン市では  

397人の寡婦のうち約30％にあたる121人の寡婦  

が月当たり1．50－22．00マルク，平均で8マルク  

余の調整額を受け取っていたことがわかる。   

多様な扶助が全体として遺族の生活にどのよ  

うな意味をもつのかということは，とくに地域  

の戦時福祉事業にとっては大きな問題であった  

から，地域の戦時福祉事業機関が独自の基準を  

設定することもあった。例えば，「エルバー  

フェルト市は戦争遺族救済の認可のための注目  

すべき基準を立てた。」その基準は第19表に示  
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第19表  エルバーフェルトの遺族扶助基準  

（単位：年額；マルク）  

対  象   最低生活費額   

単  身  者   900   
寡婦・子供1人ないし両親   1，080   
寡 婦・子 供 2 人   1，260   
寡 婦r・子 倶 3 人   1，440   
寡 婦・子 供 4 人   1，620   
寡婦・子供5人以上   1，800   

資料：I）ieVersorgungderElberfelderX血egshinter－  
bliebenen durch stゑdtische Ausweisunter－  

Sttitzungen，in：励T・re軍Ondenz揮T・励iegs－  

∽0九胸九rf叩β曙e，3．Jg．，Nr．4，30．Mai1917，  
S．56．  

いう報告である。これは，「家内工業では，原  

料や半製品の不足が顕著で，そのために多くの  

寡婦がその生業をすべてやめてしまわなければ  

ならない」というように，寡婦が生業に就けな  

いケース（ハノーファー州イルフェルト郡，81  

ページ）や，戦死者の両親が老齢の場合に顕著  

であった1鋸）。  

・大体のところ，ここでは寡婦と遺児は困窮に苦し   

んではいない。ほとんどすべてが恒常的な遺族年   

金の他に副業による収入をもっている。相当数の   

戦争両親はかなり苦しんでいる。彼らは老齢で働   

くことができないことがしぼしばであり，戦争両親   

年金はその生計には十分ではない。（ヴェスト   

ファーレン州シュテフト・クヴェルンハイム郡，93   

ページ）  

（6）生活苦や生活水準の低下とかかわって，  

遺族年金制度そのものに対する不満も報告され  

クから4000マルクという以前の収入に村して，いま   

や寡婦年金は400マルクから500マルクであり，それ   

に時々比較的わずかな付加年金が加わる。ここで   

は勤労所得によってはじめて埋め合わせができた。   

（ザクセン州エアフルト市，72ページ）  

・全体として寡婦は今のところ状況の変化に甘ん   

じているが，・少数，とくに夫の地位によって以前に   

結構よい生活をおくっていた寡婦だけはなかなか   

適当な仕事を探す気にならない。（ザクセン州ナウ  

ムブルク市，74ページ）  

・家長が頭脳労働者であり，何らの資産も残さな   

かった家族の場合には状況はきわめて不利である。   

彼らは，たいていは相当高額であった収入源がなく   

なって，寡婦・遺児年金だけではやっていけず，気   

の毒なほどみじめな状態にあり，彼らを救済するこ   

とは緊急に必要である。（ヴェストファーレン州ミ  

ンデン郡，95ページ）  

・就業の可能性が小さく，その生計の基礎が労働者   

の遺族の場合とは異なっている中間層の場合には，   

収入は生計を賄うには十分ではない。（ブランデン   

ブルク州グーベン市，50ページ）  

（5）さらに厳しいのは，．こうした様々な扶助  

にもかかわらず，遺族が生活難に陥っていると  

104）ジモンは，「最低の年金率でも寡婦や遺児を純粋   

に物量的に貧民扶助から区別しています。けれど  
も，このことは戟争両親年金についてはあては  

ません。それは，今日貧民扶助が認める以下に  

り
ど
 
 

ま
と
 
 まっていることが多いのです。」と述べている。H．  

Simon，Entwicklung und gegenwartiger Stand  

derKriegshinterbliebenenfdrsorge，S．27－28．  
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ているが，そこには様々なニュアンスが含まれ  

ていた。もっとも基本的には，軍人遺族年金が  

いかなる根拠によって支給されるのかという法  

的な性格が問題となり得たし，そこから生計を  

維持するに十分な軍人遺族年金が要求されるこ  

とにもなる105）。  

・ここでは戟争寡婦に七って有利な雇用機会は十   

分存在するけれども，一部の女性は仕事に行くよう  

説得されえない。というのは，彼女たちは，国ある  

いは地方自治体が生計の十分な手段を提倶する義  

務を負っている，と考えているからである。（ボン  

メルン州ゴルノヴ市，51ページ）   

そうしたことを措くとしても，他の扶助基準  

と比較した場合の遺族年金の多寡が問題とされ  

た。とくに戦争中に基準が引き上げられた出征  

軍人家族救済はしばしば引き合いに出された1（妬）。  

・家族救済は年金額に近くなったが，それは寡婦に  

とってはおかしいようにみえる。寡婦はまた，年金  

が国税として課税されることについても不満を抱   

いている。（ザクセン州ツイーゲンリュック郡，71   

ページ）   

・規模の大きいゲマインデでは物価上昇のために   

年金は不十分であり，遺族は家族救済と同じ額の補   

助を戦時福利事業資金から受け取っている。（ヴェ   

ストファーレン州ヘルデ郡，93ページ）   

・ボッホルトでは，寡婦の経済的状態を軍人家族の   

それと同じ高さにするために，年金と家族救済との   

間の調整が支払われる。（ヴュストファーレン州   

ボッホルト市，97ページ）   

・経済状態はよくない。「国民基金からはこれまで   

資金が用立てられなかったから，困窮の場合の救済   

は戦時福祉事業によってなされなければならな   

かった。戦時家族救済は遺族年金を大きく上回っ   

ている。そのため遺族は戦争参加者の家族よりも   

不利な状態にある。」（ライン州ヴュルフラート郡，   

109ページ）   

105）軍人遺族年金を損害賠償請利こよって根拠づけよ   

うとする考えがあることは註72）で触れたが，その   
考え自体に異論を唱えたジモンも，「戦争援護はす   

べての遺族扶助の基礎をなしていますが，それは，   
その本質からして扶助ではありません」とし，それ   
は法的な請求権をもつという性格づけをしている。   
ジモンはまた，同じ報告のなかで「多数の戦争寡婦   
は国家に対する請求権を主張して働こうとしない   

ということを，皆さんの多くがお開きになったこと   
でしょう。現在，すべての都市に働こうとしない人   
がいます。私の資料では，戟争寡婦のなかで働こう   
としないのはきわめてわずかで，きわめて多くが全   
力をあげて自分と子どもの生活を推持している   
人々です。」とも述べている。H．Simon，Entwick－  
1ung und gegenwartiger Stand der Kriegs－   
hinterbliebenenfdrsorge，S．28，36．  

106）こうした問題点が存在することは広く認識されて   

いたようである。1917年4月4日のプロイセン内   
相布告では，軍人遺族年金に関わる問題として，   
「様々な面から次ぎのことが指摘されている。そ   

れは，家族救済が大きく引き上げられたために，寡   

婦となった軍人の妻の生活が，［遺族］年金の給付に   
よって，一部では悪化していること，扶養者の死   
去，年金の開始によって給付が減ることが，往々に   

して不満を引き起こしていることである」と記述し   

ている。Zitiertnach：Cun0，ZurXriegshinterblie－   

benenfiirsorge，S．72．  

以上のように，軍人遺族に村しては，遺族年  

金や付加年金をはじめ，種々の扶助がなされ  

た。それらが遺族の生活にとってそれなりに大  

きな意味をもっていたことは，アンケートの報  

告からも窺うことができる。それは，戟傷者に  

村する扶助と同じく，道義的な責任を負い，士  

気の高揚をはかるために，そして何よりも社会  

を維持していくために必要であった。しかし，  

そこから新たに生み出される問題もあった。一  

方では，そうした扶助が手厚くなされれば，そ  

れだけ財政負担が大きくなるが，それでも問題  

をすべて解決することは難しかづた。また他方  

では，そうした扶助によっても生活していくこ  

との難しい遺族が少なからず残されたし，辛う  

じて生計をたてることはできても，戟前の生活  

水準を落とさざるを得ない遺族も存在した。さ  
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らに，例えば扶助の条件や基準といったことか  

ら不満が生じることもあった。扶助制度相互間  

の不均衡を調整する必要性も残されたままで  

あった。  

第70巻 第2・3合併号  

ツ土地改良者同盟derBundDeut占cherBoden・   

reformerであった。その議長ダマシュケAdolf   

Damaschkeの指導の下で1915年3月20日に設   

立された軍人の菜園付住宅のための中央委員会   

derHauptausschuBftirKriegerheimstatten   

は，菜園付住宅思想dasHeimstattengedanke   

をもつ組織の代表として，帰還軍人，とくに戦   

傷者に公的な援助によって菜園付住宅の取得を   

可能とするライヒ法の制定を要求したbドイツ   

田園都市協会dieDeutscheGartenstadtge－   

sellscha氏は15年に『田園団地における住まいと   

仕事場を我々の戦傷者に』Uね甜re花掛軸血α～£－  

de71月bim乙↓托dl穐「ゐβね£££托GαrfeJlざiedg比乃ge托   

という覚書をまとめ，田園都市に戦傷者や戦死  

した軍人の遺族を受け入れ，その場合の保証を  

ライヒが引き受けるべきだと主張した。そし   

て，15年までに建設された31の田園都市には戦   

傷者受け入れの用意があったという。ドイツ   

住宅改革協会derDeutscheVereinfdrWoh－   

nungsreformは，住宅協同組合による戦傷者住  

宅建設にも戟傷者年金を資本化して利用すると   

いう構想をもち，15年8月には，戦傷者・軍人   

遺族の植民に適した公益団体を補助するために   

20－30万マルクの基金を設立するよう，帝国議   

会に請願した。戟傷者扶助ライヒ委員会もま   

た，15年12月15日には植民と住宅扶助のための   

特別委員会を設置して，内地植民問題をとりあ  

げるようになった。プロイセンやバイエルンな   

どの邦国の政府や議会，そしてプロイセン内で   

はライン，ヴュストファーレン，ザクセン，   

シュレージュンなどの州でも，15年から戦傷者   

を村象とする植民への補助が要請されたり，実   

施されるなどの取り組みが始まった108）。  

そうしたなかで，戦傷者植民のあり方として   

大きく浮かび上がってきたのは，プロイセンで  

Ⅲ 戦傷者・軍人遺族の植民   

農村における農民経営創出，および，都市近  

郊における菜園付き住宅の供給という観点から  

行われていた内地植民は，大戦勃発後には戦傷  

者や軍人遺族がその村象とされることにより，  

戦傷者扶助・軍人遺族扶助の一つという性格を  

もつようになった107）。戦傷者・軍人遺族の植民  

事業は様々な動きや取り組みが交錯するなかで  

実施されていったが，それをすすめた動きから  

みることとしよう。   

この間題に関する提言や運動は，1915年に  

入って積極化した。軍人のための菜園付住宅と  

いう考えをとくに積極的に取り入れたのはドイ  

107）ドイマーは内地植民政策が食糧生産との結びつき   

で国防の問題と密接な関連をもつことを強調しな   

がら，地代農場の設定による戟傷者の植民を構想し   
ている。R・Deumer，VorschlagezurVersorgungder  

Ⅹriegsinvaliden，in：Zbitschr雛舟rdasArmenwe一   

βe7l，17．Jg．，He氏 6，Juni1916，S．131－135，   

besonders，S．132－133．また，リーゼは，「身体を   
はってドイツの土地を守った者が，その人自身ヤ家   
族のために小区画の土地を所有できるのは当然だ   

という考えが大きな共感を呼んでいることは否定   

できない」と述べており，そうした植民の意義とし   

て，戟傷者の健康の他に，子どもの養育，食糧生産，   
住宅問題をあげている。W．Liese，a．a．0．，S．35－   
41，besonders，S．35．BerliniTnl穐Ithriege，S．67－   

68；J．Nothaas，a．a．0．，S．53，56－62；Ziegler，a，a．   

0．，S．44－46をも参照。  
108）Dieinnere Kolonization und der Xrieg，in：   

助よc九β－A沌菰絨兢沼，13．Jg．，Nr．11，1915，S．926ぽ；   

W．Liese，a．a．0．，S．36－37；J．Nothaa＄，a．a．0．，   

S．56；BayrischeKriegslnValidenfdrsorge，in：Kbl・一   

re申OJlde几Z揮r励i曙β∽0′l物九rf甲β喀e，Nr．13，   

25．September1915，S．112．なお，ドイツ住宅改革   
協会，ドイツ田園都市協会については，後藤俊明   
『ドイツ住宅問題の政治社会史』，未来社，1999年，   
68－71，487－489ページを参照。  
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代権者は地代価額の27倍にあたる3．5％利子付  

地代証券，232／3倍の4％利子付地代証券，な  

いし券面価額にあたる現金を受け取り（第1  

条），地代農場取得者は地代銀行に村して，  

3．5％利子付証券の場合には4％，4％利子付証券  

の場合には4．5％の地代銀行利子を支払い，前者  

の場合には601／2年，後者の場合には561／2年で  

完済することが規定されたのである（第3条）。  

これによって，地代農場設定者と取得者間の資  

金融通による地代農場設定が援助、・促準され  

た。地代農場設定に際しては，総務委員会die  

Generalkommissionが仲介の機能を担うこと  

とされた（第12条）。その後，1900年の「地代  

農場設定に際しての中間信用供与に関する法  

律」Gesetz betreffbnd die Gewahrung von  

Zwischenkredit beiRentengutsgr仏ndungen  

は，地代農場を設定しようとする土地所有者に  

対して，その土地の抵当権およびその他の負債  

を抹消するために，地代銀行による中間信用の  

僕与を認め，そのための資金として最高1000万  

以前から実施されてきた地代農場の形態であっ  

た。それに関する最大の問題が資金の調達であ  

ることも明らかになってきた。そして，1916年  

5月にはザクセンとプロイセンでそれぞれに，  

「出征軍人の植民に関する法律」Gesetz也ber  

dieAnsiedlungvonKriegsteilnehmernvom5．  

Mai1916と「植民促進法」GesetzzurF6rderung  

derAnsiedlung．Vom8．Mai1916が，バイエ  

ルンでも同年7月に「戦傷者農業植民法」Ge－  

setz iiber die Ansiedlung von 

Kriegsbeschadigtenin der Landwirtschaft  

vom15．Juli1916が成立した109）。プロイセンの  

場合について，そこにいたる経緯を簡単にみて  

おくこととしよう。   

プロイセンでは，1890年に成立した「地代農  

場に関する法律」GesetztlberRentengtiter．  

Vom27．Juni1890によって，一定額の金納地代  

を受けることを対価としてその土地の所有権が  

譲渡されるという「地代農場」が定められ，契  

約によって農場取得者はその地代を償却しうる  

ことも規定された。また，翌91年の「地代農場  

設定の促進に関する法律」Gesetz，betref粘nd  

die Befbrderung der ErrichtungvonRenten・  

gtlter．Vom7．Juli1891では，「中小規模の地  

代農場が負う地代は地代銀行の仲介によって償  

却されうる」とされた。地代農場を設定した地  

110）GesetztiberRentengtiter．Vom27．Juni1890；   

Gesetz，betre鮎nd die Bef6rderung der Errich－   

tung von Rentengtiter．Vom27．Juni1891，in：   

Gege£z－ぶαmmg払几g 揮r die 戯花ig言わ九ざ几 Prel↓－   

βigc九e托S亡ααfe花，1890，S．209・210；1891，S．279－2鋸；   
Gesetzbetre鮎nddieGewahrungvonZwischen－   
kreditbeiRentengutsgriindungen．Vom12．Juli   

1900，in：Geざeとz－βαmmg㍑花gβrd吉e必花なgわぁe花   

Pre比β£βC九e几5ねα£e乃・，1900，S．300－301；Gesetz   

Zur Abanderung des Gesetzes，betre鮎nd die   

GewahrungvonZwischenkreditbeiRentenguts・   
gr且ndungenvom12．Juli1900．Vom20．Juli1910，  
in：fケe乙¢iβC九e¢eβefzざαmJ和才αJ噂，1910，S．149．な   
お，第1次世界大戟以前，とくに1880年代後半以降   
のプロイセンの内地植民政策については，F．J．   
Rohr，Home ColonizationinGermany，in：Inter一   

花α玩0几αg属euie王〟扉ノ短ric乙l加rα～ガco花0〝lfcβ，Vol．   

4・，No．1，1925，pp．29－38；沢村康，前掲書，100－152   
ページ；田中真晴「ドイツ社会政策学会の農政論と   

その思想的背景」，京都大学『経済論叢』第83巻第   
3号，1959年，12－14ページ；藤瀬浩司『近代ドイ   
ツ農業の形成』，お茶の水書房，1967年，525－536   
ページを参照。  

109）BayrischeXriegsinvalidenfdrsorge，in：Korre・   

呼0托deJIZ揮「励£喝β∽0九物んr卸β曙e，Nr．13，25．   
September1915，S．112；肋ndbuch der Kriegs－   

βrβ07官eよm加祝加九g花助よれS．185－186．沢村康   

『中欧諸国の土地制度及び土地政策』，改造社，   
1930年，182－183ページ。バイエルンについては，   

既に1915年9月の記事で，「戦傷者の植民が当を得   
たものであるとわかれば，庭地や家畜の購入のため   
の補助金が認められることがある」と善かれてお   

り，16年の法律では，戦傷者に対して5ヘクタール   
以下の農地を購入するための代金をその75％以内   

で貸し付けることが定められた。  
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マルクを用立てることとし，さらに10年にはそ  

の改正法によってその額は1500万マルクにまで  

増額された110）。16年の「植民促進法」は，こう  

した枠組みを継承して，「邦国政府の権限に  

よって，ゼーハンドルンク（プロイセン国立銀  

行）は，地代農場設定に際しての中間信用供与  

のために，・1億マルクを用立て，必要な資金を  

借り入れによって調達する」（第1条）と∵した。  

そして，「蔵相にはそれを調達するために債券  

を発行する権限が与えられ」，そのために「国債  

の代わりに大蔵省証券が発行されることもあり  

得る」（第2条），とも規定した111）。   

邦国レベルでの取り組みとほぼ同時に，1916  

年7月には内地植民に関する最初のライヒ法と  

して，「戦争援護に代わる年金一時払に関する  

法律（年金一時払法）」Ge＄etZtiberKapitalab・  

丘ndunganStellevonⅨdegsversorgung（Ⅹapital－  

abAndungsgesetz）．vom3．Juli1916112）が成立  

した。その骨子は以下のとおりである。まず，  

「現在の戦争が原因で兵士援護法ないし軍人遺  

族法に基いて戦争援護に対する請求権を有する  

人物は，申請に基いて，自分の土地を獲得した  

り経済的に強化するために，以下の規定にした  

がい，年金の一時払を受けることができる」（第  

1条）とされた。この対象となるのは，21歳か  

ら55歳までの，年金受給の権利を有する看で  

あった（第2条）。「年金一時払」に充てること  

ができるのは，兵士援護法による戦時手当，一障  

害手当，′熱帯手当および，軍人遺族法に基いて  

第70巻 許2・3合併号  

将校以外の軍人寡婦に認められる200－300マル   

クの年金であった（第3条）。このように，年金   

の一時払によって土地取得代金の調達を容易に   

することがこの法律の眼目であった113） 。支払   

額は申請者の年齢を基礎として，一時払に充て   

られる年金額の81／4から181／2であり，一時   

払の翌月1日には一時払に充てられた年金部   

分に対する請求権は消失することとされた（ノ第   

4，5条）。その後，18年には，「補足法」Gesetz   

ZurErganzungdesKapitalab丘ndungsgesetz．   

Vom26．Juli1918と「将校のための年金一時払   

法」Kapitalab鮎dungsgesetz ftir Ofnziere．   

Vom26．Juli1918によって年金一時払を受け   

る対象が拡大され，兵士全般，既に戦争援護の   

請求権を有し，自由意思で戦時に疾病扶助に当   

たっている人物，将校，准将校，戦争援護の請   

求権を有する高級官吏，その寡婦にも「年金一   

時払法」の規定が適用されることとなった（「補   

足法」第1条，「将校年金一時払法」第1条）。そ   

して，将校の場合には，充てられる年金額の8   

倍が支払われることとされた（「将校年金一時   

払法」第4条）114）。  

プロイセンでは，植民事業を行う機関とし   

て，西プロイセン，ポ「ゼンには王国植民委員   

会dieK6niglicheAnsiedlungsこKommissionがお  

113）この点についてノートハースは，「1916年の法律   

によって，本来の年金に対する付加金，つまり，戦   

時手当，障害手当，熱帯手当が資本化されえたが，   
……一 時払を割増分に限定することによって，戦傷   

者が将来もその給付の一部を継続した年金として   

保持し，ノ資本の損失がいくらかある場合でも平時傷   

病者の年金を受け取るよう，配慮されている」Lと述   

べている。J．Nothaas，a．a．0．，S．57．DasXapi－   

talab且ndungsgesetz fdr Kriegsbeschadigte，in：   

邦rβ07官e声rj丘iegざねigれe九椚er，2．Jg．，Nr．4，20．   

April1916；S．58にも同じ趣旨の指摘がある。  

114）GesetzzurErganzungdesKapitalabnndungs－   
gesetz・Vom26．Juli1918；Kapitalab且ndungSgeSetZ   
fur OfEiziere．Vom26二Juli1918，in：Reichs－Ge・   
郎庖めね舶，1918，S．993－994，994－998．  

111）GesetzzurF6rderungderAnsiedlung．Vom8．   

Mai1916，in：PreuPischeGeselzsaTnTnl肌g，1916，   

S．51－54；F．J．Rohr，OP．Cit．，PP．38－39．  

112）Gesetz tiber Kapitalabfindung an Stelle von   
Kriegsversorgung（Kapitalab丘ndungsgesetz）．   

Vom3．Juli1916，in：Reichs－Gesetzblatt，1916，S．   

680・6糾．なお，沢村康，前掲書，181－183ページ   

ではこの間題について簡潔な概観がなされている。  
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第20表  プロイセンの内地植民会社  

所  在  地  会  社  名  

ケーニヒスペルク  

シュテティン  

フランクフルトアン・デア・オーデル  

ブレスラウ  

ハレ・アン・デア・ザーレ  

ハノーファー  

キール  

ボン  

ミュンスター  

オストプロイセン土地会社Ostpreu8ischeLandgesellschaft  
ボンメルン土地会社PommerscheLandgesellschaft  

アイゲネ・ショレ土地会社LandgesellschaftEigeneScholle  
シュレージエン土地会社SchlesischeLandgesellschaft  
ザクセンラント植民会社・SiedlungsgesellschaftSachsenland  

ハノーファー植民会社HannoverischeSiedlungsgesellschaft  
シュレスヴイッヒ＝ホルシュタイン農場銀行Schleswig・HoIsteinischeH6febank  

ライン・ハイム植民会社Siedlungsgese11schaftRheinischesHeim  

ローテ・エルデ植民会社SiedlungsgesellschaftRoteErde  

ヘッセン植民会社HessischeSiedlungsgesellschaft  
ドイツ小規模植民会社deutscheXleinsiedlungsgellschaft  

ドイツ植民協同組合deutscheBesiedlungsgenossenschaft  
ハーダースレーベン小規模植民協同組合gemeinntitzigeKleinsiedlungsgenossenschaft  

メルゼブルク小規模植民協同組合gemeinntitzigeKleinsiedlungsgenossenschaft  

カッセル  

ライデンブルク  

シュトラスブルク  

ハーダースレーベン  

メルゼブルク  

資料：E．Friedeberg／S．Wronsky，HandbuchderKriegs揮rsoTgeimDeutschenReich，S．185r186・ 

戦傷者や軍人遺族を対象とする植民政策はど  

のような成果をあげたのだろうか。ベルリンで  

は，空地の農業利用のために1915年に設立され  

た公益会社が土地を取得し，そこに馬鈴薯を植  

え付けた後で，400Ⅰポを25マルクで貸し付けた。  

また，衛戊病院入院中の戦傷者に対して小規模  

な入植地を取得する意思があるかどうかの問い  

合わせもなされ，ベルリン戦傷者入植促進連合  

die Berliner Vereinigung zur Fijrderung der 

Kriegsbeschadigtenansiedlungが設立された。  

その課題は，農村や田園都市での入植に関する  

啓蒙活動，大ベルリンにおける入植申込者の申  

請を集計し，それを植民会社や協同組合などに  

回付すること，入植について，とくに必要な資  

金の調達について助言することにあっだ16）。  

ピーレフェルト近郊ベーテルにあるドイツ労  

働者住宅協会derdeutscheVerein“Arbeiter－  

かれていた。また，株式会社として設立された  

ベルリン土地銀行は1890年代から地代農場の設  

定を行ってきた。それに続いて19世紀末から，  

地代農場の設定を組織的に行うための植民会社  

がいくつかの州で設立され，それがなかったと  

ころでも，戦時期には植民会社が新設された。  

1917年時点でのそうした植民会社を一括して示  

したのが第20表の上欄である。これらは，いず  

れも有限会社の形態をとり，その持ち分の半分  

を邦が，残りの多くを郡や市，さらには協同組  

合，貸付金庫，銀行，個人などが持っていた。  

これらの植民会社の他に，総務委員会の支援の  

下で個々の地代農場の設定を行う小規模な公益  

会社も多く存在した。それらは第20表の下欄に  

示されている。バイエルンでも，プロイセンの  

植民会社に倣って，17年7月には資本金350万  

マルクのバイエルン植民有限会社dieBayeri－  

scheLandessiedlungG．m．b．Hが設立された115）。  

116）励「肋imWe地ri曙e，S．66・67．なお，ベルリン   

では，その後1916年には戦傷者入植のための大ベル   
リン委員会が設置され，それは17年から活動を始め   
た。その目的は，戟傷者の大ベルリン域内での入植   
を勧めることであった。  

115）W．Liese，a．a．0．，S．38；助ndbuch der   
助言聯声rざ0曙e£m加比ねCんe花蝕わゐ，S．185－186；よ   

Nothaas，a．a．0．，S．59－60．  
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第21表 ／くイエルンにおける年金一時払（1916年7月3日－1920年12月31日）  

（単位：千マルク；件）  

目  的  

対 象 者   金  額  合  計  
土地取得  経済力強化   

年金受給者   13，086   1，693   1，456   3，149（4．2）   

寡  婦   613   667   145   812（0．8）   
将  枚   98 3   7   10（9．8）   

合  計   13，797   2，363   1，608   3，971（3．5）   

資料：J・Nothaas，βie掛f聯むeぶCんddな如何rβ0聯比花ferむego托derer劫r正ぬわ如如喝  

Bayerns，Mtincheno．J．，S．61．  

heim”は，軍人家族のために，ポサドフスキー  

ArthurAdolfGrafvonPosadowsky－Wehnerの  

協力の下で工業都市近郊に10年以内に18000の  

小規模な労働者向け農場を建設する計画を立て  

た。また，15年には，ザクセンラント植民会社  

は，戟傷者のために3－4モルゲンの小団地を  

つくるべく，メルゼブルク郡に900モルゲンの  

土地取得した。パダーボーンやテユーリンゲン  

のヴァイセンゼーなどでも戟傷者入植の試みが  

なされたし，ザクセンではハーマートダンクが  

ライプツイヒ近郊でそれを行った。17年春に  

は，ベルリン，クレーフェルト，ロストックな  

ど，およそ50の都市が菜園付住宅のための措置  

を取ったり，それを計画していた117）。   

これらの努力にもかかわらず，戟傷者や軍人  

遺族を対象とする植民は，全体としては大きな  

成果をあげることができなかったようである。  

バイエルン植民会社が取得した農場数は1918年  

に55件（面積2970タークヴエルク）であった118）。  

バイエルンにおける年金一時払の実績は，第21  

表に示されるように，「年金一括支払法」の成立  

から1920年12月31日までに総計で3971件であっ  

た。そのうちの90％以上を占めた戦傷者の場合  

の1件当たり平均金額は4200マルク弱であり，  

これによって農場を取得することは容易ではな  

かったものと推測される119）。プロイセンにお  

ける地代農場設定の実績は第22表によって示さ  

れるが，ここでも，大戦勃発前に高まりをみせ  

た植民事業が戦時期にはむしろ大きく後退した  

ことがわかる。   

戦傷者を対象とする植民政策には，当初から  

反対論があっただけでなく，多くの困難もあっ  

た。建設資材が高騰し，土地調達も困難ななか  

で，知識や体力から戟傷者や遺族の適性が問題  

になることもあったし，ゲマインデのレベルで  

119）ベーテルのドイツ労働者住宅協会による労働者   

向け地代農場の価格は1件当たり7000－15000マル   
クであった。また，地代農場を9000マルクで購入し   
た，プロイセンの28歳の戟傷者は，年金の一時払い   

による3000マルクで頭金を支払い，残りの6000マル   
クは地代銀行証券として登記され，年々270マルク   
を支払って561／2年で完済することになっていた。   
W．IJiese，a．a，0．，S．36－37；Hbndbuch der   
励iegβ揮「ぷ0樗eimかelぬC九e花月eic九，S．187   

117）DieinnereXolonisationundderXrieg，S．931；   
W．Liese，a．a．0．，S．39；J．Nothaas，a．a．0．，S．   

61；Stadtische MaJ3nahmen zur Scha飢Ing VOn   
Kriegerheims七島tten，in：So2iale Praxis tLYLd Ar－   

C九£u揮rlゐZゐβ∽0九拘九rf，26．Jg．，Nr．41，12．Juli   

1917，Sp．82l－822；J．Nothaas，a．a．0．，S．61．  

118）J．Nothaas，a．a．0．，S．61  
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第22表  プロイセンにおける地代農場の設定   （単位：農場数；100ha）  

うち，  農場面積  
年   

地代農場数   1ha未満  1－11／2ha  21／2－5ha  5－10ha  10－25ba  25ha以上   （100ba）   

1908   1，223   410   139   85   155   326   108   125   

1909   1，554   504   169   135   234  397   115   172   

1910   1，587   624 200   116   207   344   96   127   

1911   1，328   352   225   98   183   378   92   141   

1912   1，216   372   221   91   125   314   93   124   

1913   1，201   361   208   100   165   286   81   114   

1914   931 375   96   92   116   207   45   72   

1915   655   218   122   48   65   168   34   59   

1916   413   151   41   24   55   115   27   43   

1917－19   1，178   481   203   86   115   222   71   103   

資料：βぬ如ぬc九eβ血九㌻む払C九揮「（ゴe71刑・eiざねαfPre乙びeれ，17・Bd・，1921，S・55・  

と「ドイツ国植民法」Reichssiedlungsgesetzに  

よって内地植民政策は新たな展開を遂げるこ  

とになる121）。  

は「年金一時払法」が知られていなかったり，  

評価されていなかったりすることもあったから  

である12P）。第1次世界大戟終結後，1918年のヒ  

ンデンブルク布告，19年の「農業用植民用地の  

供給に関する命令」VerordnungzurBeschaf－  

fungvonlandwirtschaftlichenSiedlungslande  

おわりに 一展望－   

以上でみてきたように，第1次世界大戟期ド  

イツにおける戦傷者や軍人遺族に対する扶助は，  

基本的には戦前に成立していた法律を基礎とし  

て行われた。その基本思想は，軍人やその遺族  

の年金を権利として認めたこと，それを含めて  

扶助は「感謝の補償」であって，喜捨ではない  

ということであった122）。   

しかし，それらの法律は，第1次世界大戟の  

120）BerlinimWとItkriqge，S．67；J．Nothaas，a．a．0・，   

S．60－61；F．才．Rohr，OP．Cit．，pp．38－41；沢村康，前   
掲書，136，182ページ。ルッペは戦傷者扶助につい   

ての講演のなかで次のように述べていた。「私は，   

こうしたすべての運動（菜園付住宅創出の運動一   

加来）を2つの視点から受け入れていない（ブラ   
ボー，同意）ということを申し上げねばなりません。   

1つには，兵士とそうでない者との対立が作り上げ   
られるからです。……加えて，「すべての出征軍人   
は菜園付住宅を取得する権利をもっている」と単純   

にいう法律をつくれば，まったく不可能なことを   
人々に約束するということになります。なぜなら，   

そのための土地も資金もないからです。ところで，   
法律の草案は，戟傷者や遺族の入植のためにある決   

められた形式，即ち，いわゆる菜園付住宅の形式を   
要求しています。これもまたまったく間違ってい   
ると私は思います。戦傷者や遺族のために，また，   
これに属していない人々のためにも，自宅入植地を   
作る必要があるとすれば，それは，新しい課題では   

なく，既に数十年来すべての可能な組織が活動   
している課題です。……問題は以下のことだけ   
です。戦後に我々の入植方法をどこまで変える   

必要があるのか，兵士かそうでないかにはまっ   
たくかかわりなく，どこまでそう、した状態にあ   
るのか，ということなのです。」 Luppe，Die   

Kriegsbeschadigtenfursorge，Vortrag，S・37－38・  

121）F．J，Rohr，Op．Cit．，pP．43ff．；沢村康，前掲書，183   
ページ以下；松俊夫「ワイマール共和制に関する一   

考察一内地植民政策を中心として－」，『歴史学研   
究』第151号，1951年，30－39ページ；H．ハウス   

ホーファー『近代ドイツ農業史』，三好正喜／祖田修   
訳，未来社，1973年，243－244，248－250ページ   

を参照。  
122）F．Zahn，DeutscheSozialpolitikundderKrieg，  

in：A托托α加des de払ねC九e71月eic九占声「（プeβef2宥e－   

む払托g，陥rl〟α加れg比几dlゐ～ゐs∽如ぶC九q丹月ec九ね一   

弘柁dぶぬαね∽iβSe那C九αβZic九eZeぬc九riβは托d肋－   

ねrわねαmJ托gα′噂，Jg．1916，S．26－27，42．  
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ような規模の戟争を想定したものではなかった  

から，実施の過程で種々の不備が目立った。法  

律改正の動きがあったり，補完的な制度がつく  

られたり，扶助組織の整備がなされたりしたこ  

とに，それは示されている。しかし，制度面で  

の整備は結局は終戦後に持ち越され，現実に  

は，公私の協力のもとで戦傷者や軍人遺族の扶  

助が積極的に展開された。懸案であった法律の  

改正は，戦争終結後の1919，20年に行われた。  

（1）1919年2月に出された「戦傷者と戦争遺  

族の社会的扶助に関する命令」Verordnung  

tiber die soziale Kriegsbeschadigten－und  

Kriegshinterbliebenenfdrsorge．Vom 8．Feb－  

ruar1919では，自発的な福祉事業の協力を認  

めながら，「戦傷者と戟争遺族との社会的扶助  

は，邦や自治団体の協力の下で本命令に従っ  

てライヒによって引き受けられる」（第1条）こ  

ととなり，この課題を遂行するために，公法  

団体として戦傷者・戦争遺族扶助ライヒ委員会  

ein”ReichsausschuL3derKriegsbeschadigten・  

und Kriegshinterbliebenenfursorge“をライヒ  

労働局に設立することが定められた。名誉職の  

委貞によって構成されるライヒ委眉会の主な課  

題は，（1）戦傷者扶助，戟争遺族扶助の原則を  

定めること，（2）扶助のために準備された資金  

の管理と使用，であった（第4条）。これとともに，  

それ以下のレベルでも統一的な組織がつくられ  

ることとなった。即ち，邦国の政府はそれぞれ  

に，あるいは共同で，1つ以上の戦傷者・戟争  

遺族扶助本部eineamthche”Haupthsorgesteue  

derKriegsbeschadigten－undKriegshinterblie－  

benen鎚rsorge“を設置することとされ（第5  

条），これは，戦傷者，戦争遺族，企業家，被  

傭者の代表者，および，年会的扶助に熟達した  

人物で構成される顧問によって補佐されること  

第70巻 第2・3合併号  

とされた（第6条）。さらに，より下位の行政官   

庁の地域については，通例，公的な扶助局が設   

置され，ここでも顧問会がそれを補佐したが   

（第9条），どの官庁がこの命令でいう「下位の   

行政官庁」にあたるのかは，邦中央官庁が決め   

る（第10条）こととされた。  

1920年5月には，「戟傷者・戦争遺族扶助の費用   

に関する法律」GesetztiberdieKostenderKriegsp   

bes血adigten－undKiegshintetbhd）eneIl丘止sorge．   

Vom8．Mai1920によって，戦傷者・戦争遺族   

扶助全国委貞会の全費用と戦傷者・戦争遺族扶   

助のために用いられるその他費用の4／5をラ   

イヒが負担し，残りを邦と自治団体とが折半して   

負担するが，邦政府はその割り当て分を自治団体   

に課することができる（第2条），とされた123）。   

こうして，費用負担の面でもライヒは戦傷者・   

戦争遺族扶助の前面に出ることとなったのであ  

る。  

（2）軍人年金をはじめ，扶助内容について   

も，1920年には「公務傷病の際の軍人とその遺   

族の援護に関する法律（ライヒ援護法）」Gesetz   

tiberdieVersorgungderMilitarpersonenund   

ihrerHinterbliebenenbeiDienstbeschadigung   

（Reichsversorgungsgesetz）．Vom12．Mai1920   

が出された124）。 

は，「ドイツ国防軍の以前の成員とその遺族は，   

公務傷病による健康上・経済上の結果を理由と  

123）Verordnung tiber die soziale Kriegsbesch良一   

digten・und Xriegshinterbliebenenftirsorge．   

Vom8．Februar1919，in：Reichs－Geselzblatt，1919，   
S．187－190；GesetztiberdieKostenderKriegs－   

beschadigten・undKriegshinterbliebenenfdrsorge．   
Vom8．Mai1920，in：Reichs－Gesetzblatl，1920，S．   

1066－1067．  

124）GesetztiberdieVersorgungderMilitarpersonen   
undihrerHinterbliebenenbeiDienstbeschadigung   

但eichsversorgungsgesetz）．Vom12．Mai1920，in：   
助icんβ－Geβeねあgα坊1920，S．989－1019．  
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口5970万人の約6％を占めていたユ25）。そうし  

たなかで，重戦傷者の雇用を促進するための  

措置がとられた。即ち，19年1月には「重戟  

傷者雇用についての命令」Verordnungtiber  

Beschaftigung Schwerbeschadigter．Vom 9．  

Januar1919が出され，その第1条では，「公私  

すべての経営，事務所，行政官庁は，現有の官  

吏，職員，労働者全体で男女の区別なく100人毎  

に少なくとも1人の重戦傷者を雇用する義務が  

ある」とされたのである（但し農業の場合には  

100人ではなく50人に1人を雇用する義務）。そ  

の後，同年9月の変更（「重戦傷者雇用について  

の命令の変更についての命令」Verordnung，  

betreffbndAbanderungderVerordnung tiber  

Beschaftigung Schwerbeschadigter vom 9．  

Januar1919．Vom24．September1919）では，  

戦傷者雇用の比率が全被傭者25－50人について  

1人，それ以上の50人毎に1人にまで高められ  

た126）。   

翌1920年に出された「重戦傷者雇用につい  

ての法律」GesetztiberBeschaftigungSchwer－  

beschadigter．Vom6．April1920は，重戦傷者  

雇用に関する規定をより整理し，体系化した。  

これによって，公法団体を含む雇用主には，重  

戦傷者に適した職場（官吏職を含む）’では他の  

求職者よりも重戦傷者を優先して雇用すること  

が義務づけられた（第1条）。そして，戦傷者雇  

用を促進するために，ライヒ，邦，その他の公  

して，申請により援護を受ける」と規定され，  

援護としては（1）治療，疾病給付金，世帯給  

付金，（2）社会扶助，（3）年金と介護手当（4）  

官吏証，（5）死亡弔意金と・死亡3カ月手当，（6）  

遺族年金，が包括されて（第3条），第1次世  

界大戦期に実施された扶助活動を踏まえた規定  

となっていた。「社会扶助」に関しては，障害者  

は無料で生業能力を回復・向上させるための職  

業教育を受ける権利を有すること（第21条），戦  

傷者・戦争遺族扶助機関は適当な職業の選択，  

職業教育，就職に当たって障害者や遺族を助け  

る義務があること（第22条），が定められた。   

第24条では「障害者は，公務傷病によってそ  

の生業能力が少なくとも15％低下するか，その  

身体が著しく損なわれている限り，年金の請求  

権を有する」とされた。年金算定の基準となっ  

たのは，（1）生業能力の低下，（2）職業，（3）  

家族状況，（4）居住地，であり（第26条），1906，07  

年法の規定とは大きく異ならていた。戦時下で  

問題点として指摘されたことがここでは取り入  

れられている。   

公務傷病による死亡の場合には，遺族年金が  

認められた（第36条）。対象となったのは，寡婦  

（第37条），18歳までの嫡出子，およびそれと  

同等と認められた子ども（第41，42条），死亡  

者が扶養者であった場合の両親や祖父母（第43  

－47条）、であった（以上，第36一云0条が遺族年  

金に関する規定）。また，受け取るべき年金額  

の35％から10％の地域手当が支給されることも  

規定された（第51条）。第72条では，1916年「年  

金一時払法」の規定が引き継がれた。  

（3）1921年3月末にもなお，戦傷者の年金受  

給者数は140万人余，軍人遺族の寡婦数は52万  

人，遺児数は113万人，年金を受給する軍人の両  

親は16万人であり，その合計は当時のドイツ人  

125）E．Wex，βfe助′如fcゐg混和gder鮎ziαJeJlj屯rβOrge   

tnDeulschland（1914bis1927），Berlin1929，S．20．  
126）Verordnung tiber Beschaftigung Schwer－   

beschadigter．Vom9．Januar1919，in：Reichs・   

Gesetzblati，1919，S．28・30；Verordnung，betref・   
fendAbanderungder VerordnungtiberBeschaf－   
tigung Schwerbeschadigtervom9．Januar1919．   
Vom24．September1919，in：Reischs－Gesetzblatt，   
1919，S．1720．  
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法団体がその職場数の一定割合に，あるいは特  

定の職場に重戦傷者を配置すること（第4条），  

私的雇用主がとくに重戦傷者に適した特定の職  

場を重戦傷者のために取っておくこと，その職  

場数の一定割合に重戟傷者を配置すること（第  

5条），を命じる権限がライヒ労働相に与えら  

れた。農業の雇用主の場合には，生計を可能に  

する入植地を重戦傷者の所有ないし借地のため  

に残しておくことで，その義務を果たすことが  

できた（第8条）。なお，本法律の施行について  

は，戟傷者・戦争遺族扶助本部が大きな役割を  

果たした（第9，10条）。この法律から半月後に  

出された「重戦傷者雇用についての法律第5，  

10条の施行のための命令」Verordnungzur  

Ausfdhrung der §§5 und●10des Gesetzes  

tiber Beschaftigung Schwerbeschadigter vom  

6．April1920．Vom21．April1920では，第5条  

に関して，すべての私的雇用主が，男女の別な  

く現存の仝被傭者25－50人について少なくとも  

1人の重戦傷者を，それ以上の50人毎にさらに  

1人の重戦傷者を雇用することを義務づけられ  

た（第1条）127）。   

こうして，戦傷者や戦死者遺族扶助の法的な  

枠組みは，1919年から20年にかけて，扶助の組  

織と財政的な裏付け，年金の規定，戦傷者雇用  

の促進，といった面で大幅に整備され，体系化  

された。その特徴は，はじめて扶助組織として  

位置づけられたライヒを頂点に，そこから邦，  

第70巻 第2・3合併号  

より下位にいたる統一的な扶助組織がつくられ   

ることとなったこと，それに要する費用につい   

てもライヒの負担が明記され，それが大きな割   

合をしめたこと，戦傷者・軍人遺族に対する年   

金については戟争中につくられた規定が拡充を   

伴って整理されたこと，戟傷者の雇用を確保す   

ることに力が注がれていること，があげられよ  

う。これらは，大戦が残した問題の大きさから   

すれば，また，第1次世界大戦後の政治的不安   

定のなかで社会体制を推持していくためには，   

当然の措置であったといえるかもしれない。し   

かし，これを実施することは必ずしも容易では   

なかった。それは戦後ドイツの進む道に少なか   

らず負担と制約を課すものであった。  

付記：1）本稿は，1999年度学術振興野村基金国際交  

流助成，1998，99年度科学研究費補助金  

［基盤研究（C）（2）］（研究課題番号  

10630076）による研究成果の一部である。  

2）本稿で利用した資料の一部は，フリート  

リ ッ ヒ・エーベルト財団血ef，riedrich－  
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127）Gesetz仏berBeschaftigungSchwerbeschadigter．   
Vom6．April1920，in：Reischs－Gesetzblalt，1920，   
458－464；Verordnung zurAusftihrung der §§5   
undlOdesGesetzestiberBeschaftigungSchwer－   
beschadigter vom6．April1920．Vom21．April   
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